


序　　　　　文

　バングラデシュ人民共和国ダッカ首都圏においては、都市人口の増大、近年の経済成長に伴う

車両の増大、交通渋滞によって大気汚染が深刻化しています。ダッカ市の大気汚染対策・都市交

通計画に係る具体的なプロジェクトの形成が急務となっていることから、国際協力事業団は本プ

ロジェクト形成調査を実施することとしました。

　都市交通大気汚染は複合的で、かつ関連分野が多岐にわたる環境問題です。様々な関連分野に

わたって要因を分析する必要があります。本調査では次の関連する３分野に問題を整理して検討

を進めました。

（1）大気汚染対策（固定発生源及び移動発生源）

（2）都市交通計画（公共交通計画、道路整備状況、車両保有状況・登録に関する法制度、交通マ

ネージメント等）

（3）交通大気汚染車両対策（組織、政策的対策、燃料、車両対策等）

　現地調査は、山田 泰造 国際協力専門員を団長に平成14年８月25日から９月14日まで実施し

ました。本報告書では、大気汚染の現状・予測やバングラデシュ人民共和国政府と各援助機関の

取り組み状況の調査・分析に基づいて、関連政府機関のキャパシティー・ディベロップメントを

はじめとした我が国協力の方向性を提言しています。今後のバングラデシュ人民共和国における

同分野の協力が効果的、効率的に実施されていくための参考として活用されることを願うもので

す。

　なお、この報告書に記載されている内容は調査団としての見解であり、国際協力事業団の公式

見解を述べたものではありません。

　平成 14 年 10 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際協力事業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アジア第二部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部長　田口　徹
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第１章　調査概要

１－１　調査の目的

　本調査においては、バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ」と記す）ダッカ首

都圏における大気汚染対策関連分野の基礎情報の収集分析を行い、費用効果性、技術的可能性、

社会的受容性の観点から、各種交通大気汚染対策の選択肢を検討するとともに、政策の現況及び

関連する先方の関連組織体制を把握のうえ、今後の協力案件を発掘・形成することを目的とする。

　都市交通大気汚染は複合的で、かつ、関連分野が多岐にわたる環境問題であり、対策の形成に

際しては様々な関連分野にわたって要因を分析する必要がある。本調査では、ダッカ市の特殊状

況を考慮し、大気汚染に関連があると考えられる要因の関係等を検討し、次の３分野に関連問題

を整理して、検討を進めるものとする。

（1）大気汚染対策（固定発生源及び移動発生源）

（2）都市交通計画（公共交通計画、道路整備状況、車両保有状況・登録に関する法制度、交通

マネージメント等）

（3）交通大気汚染車両対策（組織、政策的対策、燃料、車両対策等）

　これらの関連問題を系統図化したものを、図１－１に示す。

１－２　調査の背景・経緯

　ダッカ市民は交通手段として、一般的に個人輸送機関（オートリキシャ、自動車等）を使用し

ているが、近年の経済成長に伴って車両数が急速に増加した結果、道路では深刻な交通渋滞を招

図１－１　問題整理図
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いている。加えて実行上無規制の車両と交通渋滞による排気ガス、オートリキシャの排気ガスに

含まれる鉛等が原因となり、ダッカ市は主要大気汚染物質の数値が最も高い都市のひとつである。

　バングラデシュ政府は、環境法令の整備等を行っているが、実質的な効果が発現しておらず、

事態の改善にはつながっていない。さらに、同国の都市人口は、4.1％／年（1990～ 1999年）と

いう高い増加率を記録しており、この高い人口増加に比例する形で大気汚染などによる都市環境

の悪化が進行し、都市住民の健康・衛生に与える影響が拡大することが懸念されている。同国政

府としても自国で産出される天然ガスの有効利用を考えており、営業用車両〔オートリキシャ

（ベビータクシーともいわれている）、バス等〕を中心に圧縮天然ガス（CNG）を燃料とする対策

案を検討している。

　我が国は、国際協力銀行（JBIC）主催により「ダッカ市交通環境改善ワークショップ」を2000年

７月にバングラデシュにおいて開催し、バングラデシュ側関係者に大気汚染対策の重要性を深く

認識せしめたところである。このような状況の下、ダッカ市の大気汚染対策・都市交通計画に係

る具体的なプロジェクトの形成が急務となっていることから、本プロジェクト形成調査を実施し

た。

１－３　調査方針・項目

　都市交通大気汚染対策は、前述のように、大気汚染対策、都市交通計画、交通大気汚染車両対

策の分野にまたがるが、対策を行うにあたっては、相応の資金、組織力、そして技術力が必要で

あり、我が国をはじめとする先進国都市部においても、大きな課題となっている。途上国におい

て対策を検討するにあたっては、必要とされる資金的資源、人的資源、技術、組織体制の面で、

途上国の実情を考慮し、その対策の費用効果を考えることが重要である。そのためには、先入観

にとらわれることなく（例えば、CNG車両転換に対する大きな期待等を所与の条件ととらえるこ

となく）、本調査においては、間口を広くとり、でき得る限り透明、かつ客観的な検討を行うも

のとする。このためには的確な情報が必要となるが、調査の過程でこれら関連情報の存在状況、

技術的信頼性を把握するものとする。これが、今後必要となる技術援助や調査事項を考えるうえ

で参考となる。

　また、ダッカの大気汚染に関しては、既に、世界銀行、アジア開発銀行（ADB）などのドナー

が先行しており、これらの経験から教訓を学ぶとともに、後発の日本の協力が、有効に機能し得

る分野を見いだす。これに際しては、他ドナーとの協調、連携、あるいは、棲み分けを意識する。

　交通大気汚染対策の実施に関しては、通常、多くの政府機関が関与する。これらの機関の組織

能力と機関間の協調は、対策の実施の成否を左右するものである。関連政府機関の役割分担、組

織能力を把握し、それらに対する支援の意味合いと可能性を検討することは重要である。以上の

点を留意し、次の調査方針と調査項目を設定した。
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１－３－１　調査方針

（1）大気汚染の現況を把握のうえ汚染発生源の検討を行い（固定、移動）、収集し得る情報

に基づき、汚染源を可能な限り量的に算出（仮定値）する（同時に不足している情報を明

らかにする）。

（2）同算出量（仮定値）を基に望ましい交通モードの方向性を検討する。

（3）大気汚染対策としての費用効果、インパクト（その対策を実施した際に得られる汚染物

質削減効果の、全体的な大気質改善における意味合い）、技術的観点から、望ましい交通

モードの方向性を実現するための対応策を検討する。

（4）人材育成・組織強化を検討するための情報を可能な限り、収集する。

（5）本分野において、他ドナーの協力内容について調査し、最新の動向・協力方針を把握す

るとともに、教訓を整理する。

（6）上記調査結果を基に、今後の日本としての協力の可能性・方向性を検討する。

１－３－２　調査項目

（1）交通大気汚染対策

1） 大気汚染の状況（大気汚染物質の種類、汚染度の分析・整理）

2） 大気汚染対策の現状（大気汚染関連法等の内容整理、法の実効性の検証、大気汚染モ

ニタリング設備・観測・組織体制）

3） 大気汚染対策実施体制（関連組織の能力）

（2）都市交通計画

1） 都市交通の現状（車両保有台数、道路交通量、交通渋滞状況、公共輸送機関経営・利

用状況）

2） 都市交通計画政策（都市交通将来計画、道路整備状況、信号機設置状況）

3） 車両保有状況・登録に関する法制度

4） 都市交通計画実施体制（関連行政機関と役割の把握）
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（3）交通大気汚染車両対策

1） 車両燃料の現状（法制度、各種燃料消費状況、燃料価格と供給状況）

2） 車両対策（保有抑制対策、排ガス検査・基準）

3） CNG 車両の現状（産業、改造技術レベル、生産供給体制）

（4）共通事項

1） ADB の協力状況（フィリピンの ADB 本部訪問）

2） ダッカでの ADB 以外のドナーの協力状況

3） 具体的な案件形成に係る検討

１－４　調査団構成

　上に述べた調査方針と項目から、調査団の構成は次のとおりとした。

１－５　調査日程　

　調査日程は付属資料１．のとおり。また、各団員の現地調査期間は次のとおりである。

・山田団長、石原団員　 2002 年８月 25 日～９月６日

・塩田団員　 2002 年８月 25 日～９月１日

・高橋団員、桂田団員、加来団員　2002 年８月 25 日～９月14 日

１－６　調査結果の総括

１－６－１　ダッカ市域における大気汚染の性格

　ダッカ市域における大気汚染は、市域内の局所的な問題と広域の問題があるが、短期的には

局所的な問題が重要であり、広域的な問題への対処は長期的課題である。

　ダッカ市域においては、沿道の各所で起こる局所的な交通大気汚染が重要な汚染であると推

測される。これは例えば、旧市街地の交差点周辺、市場等の交通が集中するポイント、また、

自動車交通と NMT（徒歩、リキシャ等の非自動車交通）の分離がなされていない沿道で、局

所的であるがかなり強い汚染に、通行者、交通機関利用者、ドライバー、周辺住民が暴露され

担　当 氏　名 所　　　属

団　長　／　総　括 山田　泰造 国際協力事業団　国際協力専門員

協 　 力 　 政 　 策 塩田　昌弘 外務省経済協力局開発協力課　事務官

協 　 力 　 企 　 画 石原　伸一 国際協力事業団アジア第二部　南西アジア・大洋州課

交通大気汚染対策 高橋　圭一 財団法人日本気象協会調査部環境調査課　主任技師

都 市 交 通 計 画 桂田　俊偵 株式会社アルファテン　代表取締役

交通大気汚染車両対策 加来　秀典 株式会社数理計画環境計画部　部長代理
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るというパターンである。排気ガスとしては、２ストロークエンジン車両（オートリキシャ、

テンポ）や、バス、トラック等の大型ディーゼル車両が特に目立った汚染源である。これらの

車両交通の NMT との混在による渋滞により、また、道路舗装状況と清掃状況の悪い箇所が目

立つが、そこからの巻き上げ粉じんが加わり、強烈な大気汚染が生じているという印象に至る

（ただし、環境モニタリングデータは限定的で十分なデータが蓄積されていない）。

　これは年間を通じて恒常的に生じ、住民（特に沿道の住民や NMT の運転手と利用者）への

暴露も大きなものと推測される。市域全体での排気ガス排出量はそれほど大きなものでないと

しても、住民の排気ガスへの暴露が著しい場合は、健康に与える影響は大きなものとなるおそ

れがある。

　市域全般にわたる大気汚染は、現在これを判断する長期的な大気質モニタリングデータがな

く科学的に判定することはできないものの、調査団の観察、また、種々のヒアリングを総合す

ると、季節的なものであるといえる。調査団訪問時は雨期であり、これを観察することはでき

なかった。乾期（11～３月）の間には大気温度の逆転現象によって大気対流が停止し、ダッカ

市域に汚染が滞留し、市域から発生した排ガスが閉じ込められることもあるといわれている

が、実証されているわけではない。ダッカ市周辺のレンガ工場（Brick Field）がその間、毎日

昼夜連続で運転を行い、燃料に木材、石炭、重油、廃ゴムタイヤ等を使用するために、これら

のばい煙が市全域の大気汚染に貢献する可能性も否定はできない。しかし、これらのレンガ工

場は都心から比較的遠隔地に分散的に立地するため、現在その重要性は低い。また、市街地域

内に発電所等や工業地区など大きな固定発生源は存在しない。

　したがって、恒常的に生じている沿道の局所的な大気汚染とその住民への暴露が主要な問題

であり、緊急に対策に取り組むべきであると考えられる。市域全体にわたる大気汚染は、現在

は季節的なものであるが、自動車の増加に伴ってその重要性が増すおそれもあり、大気質モニ

タリングを開始するのが望ましい。

１－６－２　主な汚染物質と汚染源

　住民の健康に与える影響という観点からは、これまで主な汚染物質は、鉛（有鉛ガソリン由

来）、粒子状物質（SPM、PM10、PM2.5 等）であった。有鉛ガソリンの廃止により、鉛の問題

は対処済みである。しかし、今後も粒子状物質は主要な汚染物質となる。窒素酸化物（NOx）、

硫黄酸化物（SOx）は現在問題となっていないが、NOxは将来的に自動車の増加に従って問題

となる可能性はある。現在、主要な汚染源は、次のとおりである。

・ガソリン２ストロークエンジンの小型車両（オートリキシャ）：粒子状物質の排出量推計

で約 40％

・バス、トラック等の大型ディーゼル車：粒子状物質の排出量推計で約 40％
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　これらが、局所的な交通渋滞（NMTとの混入、路面の舗装不良など維持管理上の問題、道路

構造、交通管理上の問題による）、また、道路舗装不良部からの巻き上げ粉じんと複合して、

局所的な大気汚染を生じる。

１－６－３　これまでのバングラデシュ政府と援助機関の取り組み

　ダッカにおける大気汚染は、バングラデシュ政府と各援助機関が問題とするところであり、

既に、各種の対策が検討されており、実施が開始されているものも多い。関連主要対策の枠組

みは（実施は別として）ほぼ完成しているといえる。効果が現れているもの、頓挫しているも

の、また、その持続性に疑問のあるものもある。これら対策のなかには、規制的（Command and

Control）なアプローチとして極端で、その実施に際しての技術的及び経済的な裏づけに疑問が

あるものもある。例えば、２ストロークエンジン車両の禁止は、地道な技術的対策がとりにく

い状況をもつくり出している結果となっている。また、これら極端な政策は援助機関の支援の

副産物という面も否めない。主な対策は次のとおりである。

・有鉛ガソリンの撤廃（1999 年より）：成功。大気質及び血中における鉛の濃度は改善。

・２ストロークエンジン、オートリキシャ（１万 8,000 台）のダッカ市内における運行禁止

（2002 年９月１日施行開始、１万 2,500 台を運行禁止、2003 年１月までに 5,500 台をダッ

カ市域から締め出す）：施行数日後に、違法オートリキシャやリキシャの増加、また、そ

れらの車両による渋滞の悪化が報道されている。

・CNG 車両の導入〔民間ベースによるオートリキシャ、乗用車の CNG 転換。ADB による

CNGバス導入（300 台）、４ストロークオートリキシャ（2,000 台）、政府機関車両CNG転

換キット（１万台）〕とガスパイプライン、ガス補給ステーション、整備場の整備（進行中）

・排ガス基準導入と検査体制の整備：検討中。

・主要幹線道路へのリキシャ乗り入れ禁止、また、幹線道路におけるリキシャと自動車交通

の分離：世界銀行 Dhaka Urban Transport Project（DUTP）により、部分的には成功。

・フライオーバーの建設：世界銀行 DUTP にて工事進行中。

・バングラデシュ道路交通局（BRTA）排ガス検査センターの整備：未稼働、ADBプロジェクト。

・BRTA の自動車登録にコンピューターデータベース導入：現在稼働中、世界銀行 DUTP。

・環境局（DOE）による大気質自動モニタリングステーションの設置：現在機材故障中、世

界銀行 Air Quality Management Project（AQMP）。

・レンガ工場に対する煙突高さ、燃料への規制：DOEにより実施。煙突構造については、遵

守状況良好。現在、燃焼を必要としないセメント製品への移行を検討中。
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１－６－４　関係政府機関の能力的問題

　当該分野には多岐にわたる政府機関が関連するが、以上の先行プロジェクトからの教訓、ま

た、調査団の観察に基づいて、政府関連機関の能力的な問題を以下に整理する。

・具体的なデータ〔環境モニタリング（DOE）、交通量調査等（ダッカ市：DCC、BRTA）〕

を政府自身が日常業務として作り出す能力に乏しく、援助機関によるプロジェクトによっ

て作成されている。

・したがって、政策策定や実施が具体的なデータに基づいて検討されることが少なく、現実

に即した政策立案、効果的な実施が困難である。

・関連分野での技術者の全般的な不足、特に、交通技術者が乏しい（DCC、BRTA）。

・交通管理、道路及び排水路、交通信号などの道路関連施設整備で多数の担当行政機関が関

係し、また、役割分担が複雑に入り込んでいる。

・ダッカ市内都市交通に関連する多くの機関の統合を図る意図で、ダッカ都市圏交通調整委

員会（DTCB、前 Greater Dhaka Transport Planning and Corddination Board：GDTPCB）

が設立され、これが、運輸省（MOC）の下に永久機関となる方向であるが、その役割が明

瞭ではない。

・人的、財的資源と法的マンデートのギャップが大きい（DOE、BRTA、DCC）。

・機材の維持が困難（DOEの自動大気質モニタリング装置、BRTAの車検センター。スペア

パーツ調達の問題、政府側技術者不足など）

・環境管理や都市交通計画、管理分野でバングラデシュ工科大学（BUET）、Atomic Energy

Center（AEC）の研究機関の人材、研究調査の成果が、行政における政策づくり、実施、

計画策定に活用されていない。

１－６－５　今後予想される状況

　都市交通大気汚染対策を検討するにあたり、都市交通の将来的な展望を考えることは、対策

のフレームを見いだすうえで重要である。次のトレンドが予測できる（詳細については、

「３－２　都市交通の将来展望」参照）。

・ダッカ市域人口増加による都市域拡大、移動距離と交通量の増加

・所得上昇と移動距離の増加による４ストローク乗用車の高い伸び

・ただし、貧困層は存続し、NMT あるいは、低コストの交通機関への需要は高い

・リキシャの社会政策上の重要性は依然として残る

・歩行の重要性は継続

・２ストローク交通機関に代替する交通機関の必要性

・CNG バスの転換は進むとしても、ディーゼルバス、トラックは存続し続ける
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・違法車両（車齢 25 年以上）の増加

　以上のトレンドと現況を考え合わせて、交通大気汚染関連分野における将来的課題が次のよ

うに想定できる。

・バスサービスの拡充

・ディーゼル車両（バス、トラック）の排ガス対策

・４ストローク車両の排ガス対策（車両登録制度の強化、車両検査、排ガス検査の導入）

・CNG 車両導入

・車両整備の改善

・NMT 対策（自動車交通との分離）

・歩行者環境の改善

・渋滞の改善（交通管理、道路構造の改善、施設改善、交通マナーの改善）

・都市交通計画策定、実施能力の強化

・大気質モニタリング、環境管理計画能力の強化

・市民の教育啓発（交通ルールの遵守等）

１－６－６　我が国協力の方向性

　以上の検討を踏まえ、重要度が高く、かつ我が国による支援が可能であるものを（1）～（11）

にまとめた。これらは、おおむね、JICA技術協力において実施するうえでの緊急度と実現性を

考慮した順番としている。なかでも、（1）～（9）に述べる各対策が、JICA の技術協力として実

施するものとして適当であると調査団は考える。（10）「２ストローク車両対策」は、技術的に

は有効な対策であるが、2002年９月１日付で、ダッカ市からは２ストローク車両が締め出され

ることとなったので、今後は支援が困難である。しかし、他の地方都市においては有効である

可能性はある。また、（11）「CNG車両転換」は、資金協力の課題としての有望性を否定しない

ものの、我が国における CNG 車両転換の限られた、行政上と技術上の経験をかんがみると、

JICAの技術協力との接点は乏しい。これらに関する分野別の技術的な詳細議論は第４～６章を

参照されたい。

（1）関連政府機関のキャパシティー・ディベロップメント

　現在、当分野の関連政府機関では、技術的なデータに基づいて実効性のある対策の立案

を行う能力に乏しい。また、それら対策の実施能力にも乏しいことが問題である。これら

を改善することは、すべての対策を行うにあたり前提条件となる。特に、次の分野と関連

機関にかかわるキャパシティー・ディベロップメントは重要である。

・大気汚染管理の基礎的なデータ作り、人材・組織育成：DOEの能力強化、BUETや原



－ 9－

子力委員会（Atomic Energy Commission）などの大学、研究機関の行政における有効

活用促進

・都市交通計画策定・実施及び交通・車両管理における基礎的なデータ作り、データの

活用、人材・組織育成。DCC、BRTAの能力強化、BUET研究機関の行政における有

効活用促進

（2）交通管理能力の強化

　交通管理にあたる警察の研修機能強化、渋滞監視体制改善の支援。また、現在、警察が

努力している学校教育における交通マナー教育の支援。

（3）車両整備技術人材育成

　民営化導入の機構改革により、バングラデシュ道路交通公社（BRTC）が今後、バス、タ

クシー等の公共輸送機関の車両面での品質管理を行う方向である。４ストロークガソリン

車両、ディーゼル車両、CNG車両が対象となる。BRTC の車両整備・研修センターをター

ゲットとした協力が考えられる。可能であれば、排ガス対策を視野に入れた車両整備に関

する人材育成、技術移転を行うことにより、将来的に排ガス対策が実施できる準備を行う。

（4）渋滞改善対策と都市内道路リハビリ及び改善

　舗装の劣化、排水不良、歩道部の崩壊、車線不在などの道路構造の問題と維持管理の問

題が NMT と自動車交通の混在を助長し、交通容量の減少、渋滞、ひいては沿道大気汚染

の悪化に至っている。これらのリハビリを行うとともに、管理者である DCC の能力向上

を行う必要がある。渋滞が多発する問題交差点の改善案の提示、パイロット的な改善策の

実施を行い、改善モデルを提示する。併せて、関連機関であるDCC、警察の能力向上を行う。

（5）NMT（非自動車、主にリキシャ）対策及び歩行者対策の支援

　NMTと歩行者は、今後も最も重要な交通モードであり続ける見通しである。これらは、

それ自身は排気ガスを生じないので環境上良好な交通モードである。しかし、ダッカにお

いては、これらが自動車交通と混在し渋滞を引き起こし、排ガス量増加を助長する面が問

題とされている。これには、対策が必要である。また、所得の増大や移動距離の増大によ

り自動車交通への依存度が高まるが、代替の交通手段としての歩行への支援が適切に行わ

れない場合は、急速な自動車交通への移行が起こり、急激な排ガス量増加につながる。こ

のような急速な自動車交通への移行を抑制する（あるいは加速するような政策を避ける）

ことが重要である。リキシャと自動車交通の分離、リキシャの運行領域の計画的限定、リ
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キシャの運転マナー、行政側のリキシャの管理能力強化の向上が課題としてあげられる。

交通モードとして、歩行が安全でかつ快適に行われる環境を整備する（歩道関連施設の整

備と歩行者への交通ルールの啓発普及）ことは重要である。また、National Land Transport

Policyにおいては、今後、自転車の使用を促進することとしているので、この面でも道路・

歩道の構造、駐輪施設、行政側の管理技術等の分野を支援することも考えられる。

（6）車両登録・車検制度能力強化

　これらは、排ガス基準の実施、車両整備の改善等の車両対策実施を行うための基本とな

り、今後重要である。また、これらは、車両の保有状況を明らかにし、排ガスインベント

リー算定の基礎となる情報を提供し、今後の排ガス対策計画策定に欠かせない情報源とな

る。また、将来的に、環境対策として車両保有税等の面での施策を検討するうえでも基礎

となる。この分野におけるBRTAのキャパシティー・ディベロップメントを行う必要があ

る。この分野では、世界銀行、ADBの先行プロジェクトがあり、これらとの協調を検討す

ることも考えられる。

（7）４ストロークガソリン車（乗用車、タクシー等）に対する排ガス対策

　今後、ダッカ市の人口増と所得の増加により、また、政府の２ストローク車を禁止する

という政策の結果として、４ストロークガソリン車の乗用車やタクシーが急速に増加する

ことが予想される。しかし、現在、４ストロークガソリン車に対する政府の取り組みがま

とまっていない。DOEはすべての中古及び新車に触媒コンバータの設置を要求している。

触媒コンバータは高価であり、一方、有鉛ガソリンが廃止された現在においても、まだ、

ガソリンにはガソリンステーションの貯蔵タンク由来の微量の鉛が含まれると報告されて

いるが、これが触媒コンバータの触媒を破壊して、無力化するおそれが高い。したがっ

て、費用効果の点で現実的ではないうえに、実効性に疑問がある。DOEの技術的な知見を

高め、実効性のある政策策定ができるよう強化するとともに、排ガス検査の導入、車検制

度の強化を図る必要がある。

（8）バス・トラックなどのディーゼル車両排ガス対策

　ディーゼル車両群は最も重要な汚染源となっているので、これに対する対策の大気汚染

改善へのインパクト（SPM、PM10、PM2.5 の粒子状汚染物質の削減効果）は大きなもの

が期待できる。ダッカ市における CNG バスへの転換が進むとしても、当面は BRTC 及び

他民間会社バスの主要部分はディーゼル車であるので、これらの排ガス対策は重要であ

る。また、トラックと都市間バスは将来においても、ディーゼルである。BRTC では、経
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済性と運行上の観点からはディーゼルバスを支持している。また、現在策定中のNational

Land Transportation Policy においては、ディーゼルバス、トラックの排ガス対策を開始す

ることが示されている。この具体化の支援を行うことは意義が大きい。

（9）公共交通機関網計画（バス路線の拡充、既存都市鉄道の活用、NMT など他モードとの

結節）の策定と実施における中長期的支援　

　2002年９月現在、ダッカ市内における２ストロークオートリキシャの締め出しが実施に

移されつつあるが、大幅な輸送力の補てんが必要となっている。現在、短期的な対策とし

てバスの増便、鉄道のシャトル便の運行等を試みている。中長期的には、現在の状況に人

口の増加、都市域の拡大等の要素も加わり、輸送力の不足は更に深刻となることが予想さ

れる。これに対処するためにも、公共交通機関網計画の策定と実施は今後、重要となる。

現在、世界銀行 DUTP の一部として、Transport Strategic Plan（TSP）を開始し、これが

２年内に策定される予定である。このTSPの策定状況を注視する必要がある。この状況に

より、適宜必要な支援を検討する。

　（10）２ストローク車両対策

　主要な汚染源への対策は重要であるが、技術協力としては手が付けにくい状況となって

いる。これまで、世界銀行は潤滑油の改善、車両整備の技術的対策が最も費用効果の高い

方法であると提唱してきたが、ダッカ市においては、実施に際しての様々な障害〔運転手

の啓発の困難さ、保守管理に対するインセンティブの欠如、潤滑油や燃料の不正配合（政

府の価格政策によって小売業者の利潤幅の圧縮が起こるため、不正配合が利益を生み出す

唯一の手段となる）等〕がある。2002 年９月現在、政府方針ではダッカ市から２ストロー

ク車両を全面的に締め出す方向であり、これらの技術的対策を行うことを回避した形と

なっている。今後、ダッカ市には依然として２ストローク車両が違法車として残り、主要

な汚染源となる可能性が高いが、これらの違法車に対して、国際協力を通じて技術的対策

を施すのは、ますます困難な状況となる。また、ダッカ市から締め出された２ストローク

車両が他の都市に流入することが考えられる。これらの他の都市地域での対策が必要となる

であろう。

　（11）CNG 車両転換

　現在、オートリキシャや多種にわたる中・小型車両の CNG 転換は民間ベースで進捗し

ている。バスの CNG転換については、ADB プロジェクト（Clean Fuel Project）で予定さ

れているが、これについては、ダッカにおける技術的な妥当性は実証済みというわけでは
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なく、今後この ADB プロジェクトの動向を見る必要がある。この分野については、日本

の経験も浅いことから技術協力の対象とはなりにくいが、今後、CNG 車両転換及び新規

CNG車両の導入、また、ガス補給ステーションの増設に対する資金協力の可能性は考えら

れる。CNG車両転換が成り立つための重要な前提条件は、CNGのディーゼル燃料やガソ

リンとの相対的な価格優位性、及び供給体制やガス補給ステーションの整備状況である。

ダッカにおいては、前者の条件は政府のエネルギー価格政策上、今後とも成り立つことが

見込まれる。後者については、民間事業あるいは ADB プロジェクトとして進展すること

が期待されている。

　ADB プロジェクト（Clean Fuel  Project）においては、300 台の CNGバス車両の導入が

計画されているが、これらは、台数にして、現在ダッカ市において１万台と推定されてい

るディーゼルバスの３％に相当するにすぎない。ADB は当プロジェクトの条件として、

2010年までにダッカ市内のすべてのバスをCNGバスに転換することをバングラデシュ側

に要求している。このスケジュールの実現性には疑問があるものの、この方針に従うとす

れば、残りの97％のバスを転換することとなり、民間バス車両転換のために大きな資金需

要が発生する可能性がある。

　各ドナーによるオートリキシャCNG車両転換・導入パイロットプロジェクトを受けて、

民間ベースで CNG転換が進捗しつつあるという印象を受けた。ガス補給ステーションの

設備には中国メーカーが進出しており、ガス補給ステーションの建設、また金融等は民間

ベースで行われているようである。

　これには、市場における CNG とガソリンの圧倒的価格差〔燃費にして、CNG価格はガ

ソリンの２割程度と推定される。CNG転換車両の使用者に対する調査団ヒアリングによれ

ば、経験的にいって普通乗用車で１ km 当たりガソリン５タカ（約 10 円相当）に対して

CNGでは１タカ（約２円相当）とのこと〕が貢献している。ガス補給ステーションの整備

は、まだステーションの数、技術的な信頼性共に十分ではなく、これらの改善が必要であ

るが、車両転換の初期投資が行える余力のある車両所有者にとっては、CNG転換は既に魅

力的なものとなっている。また、ガス補給ステーションの経営者へのインタビューによれ

ば、経営状況も良好とのことである。

　CNGのディーゼル燃料、ガソリンに対する価格優位性は、ディーゼル及びガソリンには

高い税率（100 ～ 180％）がかけられている一方で、CNG に対しては、卸売りの段階で損

失を出しても、小売り価格を低く抑える価格政策がとられているためである。現在、世界

銀行、ADB が支援するエネルギーセクターリフォームの結果、CNG の流通における不合

理性は解消し、そのためにCNG消費者価格は上昇の見込みである。

　また、税抜きのディーゼル燃料価格は CNG 価格と十分な競争力があるものと推測され
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る。しかしながら、政府のエネルギー政策によれば、CNG消費者価格をしだいに上げると

しても、ディーゼル・ガソリンの輸入石油燃料の税率に関しては、社会政策的な観点から

維持する見通しである。また、ADBのヒアリングによれば、エネルギーセクターリフォー

ムでは、この石油燃料の分野には介入する意図はない。また、在バングラデシュ日本国大

使館も、ディーゼル・ガソリンからの税収は政府の貴重な財源となっているので、これら

を下げる（すなわち、これらのディーゼル・ガソリンの消費者価格が下がり、CNG 燃料

との競争力が高まる）ことはあり得ないとの見解である。更に、ADBプロジェクトの条件

のひとつとして、CNG の価格がガソリン及びディーゼル燃料の 50％以下となるように設

定することをバングラデシュ政府に義務づけている。したがって、CNG価格の優位性は今

後も維持されて、CNG 車両が普及する条件は整う見込みである。　

　環境面では、当面のADBによる300台のCNGバス導入後も、ダッカ市域においてディー

ゼルバスが全体で推定１万台存在し続けるため、短期的には、全体での排ガス削減へのイ

ンパクトはそれほど大きなものではない。ただし、ADBはこのプロジェクトをCNG車両

普及のプロジェクトととらえており、大気汚染対策プロジェクトとしては考えていない。

したがって、今後も、大気汚染対策としては、現存及び新規のディーゼル車両への対策が

重要である。

　大枠としては、CNG、ディーゼル・ガソリン燃料の価格政策は、結果としてクリーンな

エネルギーへの転換を促し、また、ディーゼル・ガソリン燃料消費を抑制するという市場

原理に基づいた環境対策（Market Based Instrument）ととらえることもできる。また、長

期的に幅広な CNG 車両転換が達成できれば、現在問題となっている粒子状汚染物質の削

減効果は大きなものが期待できる。しかし、今後の CNG 車両の普及による大気汚染への

インパクトを検討する必要が生じるであろう。CNG車両からは、現在問題となっている粒

子状汚染物質の排出は最少であるが、将来的には、NOxによる光化学スモッグ等の広域的

な大気汚染に寄与する可能性は残るからである。

１－６－７　JICA 事業の形成・実施にあたっての留意点

　上述の技術協力事業の形成と実施を行ううえでの留意点を次にまとめる。これらは、主に調

査団の所感に基づくものであるが、在バングラデシュ日本国大使館、JBIC、JICA 在外事務所

との議論をも参考としている。

（1）要請書作成段階における指導の必要性

　当該分野バングラデシュ政府関連機関の JICA 技術協力に対する理解は、適正案件につ

ながる要請書作成を行うには不十分であるという印象を受けた。したがって、JICA側で以
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上の協力課題に対する支援の具体化を促進する手立てを講じる必要があると思われる。現

地 JICA 事務所と先方関連機関との当分野における支援課題レベルでの対話、また、長期

専門家、短期専門家、企画調査員の派遣を通じて、適正案件要請を促進することが今後必

要である。

（2）対象機関の JICA 技術協力への理解の深耕の必要性

　DOE をはじめとする当分野におけるバングラデシュ政府機関は、西欧援助機関のプロ

ジェクトコンセプトに基づく援助に慣れ親しんでいる。そこでは、援助プロジェクトは受

入機関の日常業務と独立して、合意されたプロジェクトの目的を達成し、その成果品を受

入機関に提供するという考え方が一般的である。すべての業務がプロジェクトの下に雇用

された外国人コンサルタントとローカルのプロジェクトスタッフで行われ、受入機関は成

果品を受け取るという形に陥り、対象機関職員の当事者意識（オーナーシップ）が乏しい

という弊害がみられる。これに対して、JICAの技術協力は、受入機関の職員がカウンター

パートとなり、共に仕事を進めるという日常業務支援型の方式をとるが、これに対する理

解を深めてもらい、先方機関の当事者意識を高める必要がある。

（3）先方関連組織能力強化（キャパシティー・ディベロップメント）の必要性

　当分野における主要関連機関のキャパシティー・ディベロップメントは具体的な交通大

気汚染関連対策が成り立つための前提要件である。特に、要となる政府機関であるDOE、

BRTC、BRTA、DCC、ダッカ都市圏警察（DMP）の能力強化は重要である。また、中長

期では、これらの機関が科学的及び実証的な情報に基づき、実効性のある政策、計画、対

策の策定、また、実施が可能となるような、能力強化を行うことが重要である。その際、

効果的な支援を行うために次の点に留意する必要がある。

1） バングラデシュ側既存キャパシティーの活用

　環境モニタリングの分野では、BUETとAEC、都市交通計画分野では、BUETに既

に人材と調査研究の蓄積がある。これらの調査研究能力が、十分に行政に生かされる

形となっていないことが問題である。協力案件の実施にあたっては、人材育成におけ

るリソースとしての活用、また、調査における役務提供等で、これらの既存のキャパ

シティーを活用し、また、これらに対する補強（研修機会の供与、消耗品やスペアパー

ツの供給などの機材面での支援）を行うことが重要である。

2） 対象機関の受入能力と投入のバランス（細くて長い支援）

　国際協力の支援を受けるにあたり、DOE、BRTA、DCCなど当該分野の重要機関の

吸収力は限られている。一例として、DOEは、職員数が限られており、有能な職員は
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既に各ドナーのプロジェクトに張りついている状況である。この限られた吸収力に見

合った小さな投入を継続的に行い、状況に応じて拡大していく柔軟なアプローチが有

効である。

3） カウンターパートスタッフの確保

　バングラデシュ政府関連機関にはその広範なマンデートを全うする十分な技術職員

がいないのが問題であり、DOEの例にみられるように、既に他ドナーの協力が行われ

ている場合は、カウンターパートスタッフを確保するのは容易ではない状況がある。

協力案件の形成と実施にあたっては、カウンターパートの確保に十分に留意する必要

がある。

4） 先方受入機関の機材面でのカウンターパートコントリビューションに対する補強と、

協力終了後の持続性の補強の必要性

　環境モニタリングをはじめとする技術指導を目的として専門家派遣等を行う場合、

先方受入機関に機材の面で期待することは現実的ではない。これには、先方機関の機

材調達手続き、予算上の問題に加えて、バングラデシュにおけるメーカー側のサービ

ス体制の不備も障害となっている。したがって、技術指導型専門家派遣に際しては、

その活動に必要な機材、消耗品を同時に供与することが、専門家が有効に機能する要

件である。特に、短期専門家派遣の場合は必要機材の準備、調達、現地デリバリーに

十分な注意を払う必要がある。

　協力終了後のバングラデシュ側受入機関による持続性については、機材面の修理、

スペアパーツ調達の面での障害が契機となり、持続性が損なわれる危険性が高いこと

が予想される。したがって、フォローアップを行い、先方で実行が困難な機材の補修、

消耗品の支給等の支援が適宜行えるような協力が望ましい。

（4）市民への啓発普及の促進

　交通大気汚染においては、一般市民は大気汚染の被害者であるとともに、汚染源そのも

のでもある。大気汚染改善にあたっては、これら多数の人々が行動様式を変える必要があ

る。その例としては、交通ルールの遵守、車両整備保守点検の改善、不正調合燃料の不使

用、車両登録及び車検制度の遵守、省エネなど、多岐にわたる。また、一連の大気汚染対

策の実施が市民に支持され、継続性をもつためには、市民の理解を得ることが重要であ

る。また、政府が現実味のある環境政策や対策を策定するためには、市民と関連業界、ま

た、地元有識者からのフィードバックが欠かせない。現在、バングラデシュにおいては、

こうしたフィードバックがみられないことも問題である。

　調査団の印象では、バングラデシュ政府の関連分野における政策及び対策において、
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トップダウンの傾向が強い。これは、市民の非識字率が高いことなどに示されるように、

市民の教育的また経済的水準が全般的に低く、政府エリート層とのギャップが大きいこと

も寄与していると推測される。さらに、政府内においても、政策決定を行う高官とその実

施を担当する現場の技術者の間にもギャップがみられる。環境対策にはトップダウンのア

プローチが有効である局面もあるが、時として、政府が現実性に乏しい政策・対策をとる

危険性が大きい。経済的、技術的、社会的条件に基づいて最適化された実現性の高い環境

政策や対策を形成するには、市民、事業者、有識者の参加は欠かせない。ダッカにおいて

市民と行政のギャップは一朝一夕に解決ができるという性格の問題ではなく、環境政策策

定、対策実施にあたり、大きな課題として今後も残るであろうが、個々の対策を支援する

にあたり、その一環として中長期的に市民への啓発・普及を支援して、これらのボトム

アップを促進することは重要である。

（5）援助機関との連携

　主要な課題については、既に各種援助機関が先行している。今後、いかなる我が国の協

力案件も、これら先行案件と何らかのかかわりをもってくるのは避けられない状況であ

る。これらの援助機関による支援から生み出された様々な技術情報や組織体制強化面での

成果と教訓を十分に活用することが望まれる。また、先方機関の援助の吸収力が限られて

いる状況を的確に把握し、カウンターパートの取り合い等を避ける必要がある。先行プロ

ジェクトから教訓を学び取り、更に、これらの成果を補完、発展させる姿勢が今後必要と

なる。具体的な案件形成の際には、関連ドナーとの意見交換を行い、業務内容と実施のタ

イミングをすり合わせることも必要となろう。

（6）協力におけるバングラデシュ側の体制（バングラデシュ側機関相互の協調）

　通常、交通大気汚染対策は、大気質管理行政、都市交通行政、移動及び固定汚染源対策、

都市交通計画、エネルギー政策など多岐の分野にわたるために、関連する行政機関も多数

にのぼる。それに加えて、ダッカにおいては、関連政府機関の役割分担は、責任の細分化・

縦割りの傾向が強く、我が国が協力を行う際に多数の関連機関がかかわってくる可能性は

大きい。DUTP等の世界銀行プロジェクトの教訓からは、多数の機関にまたがる調整は困

難であることが示されている。これが、ダッカにおいて包括的な大気汚染対策プロジェク

トが現在行われていない理由のひとつであると思われる。我が国の協力の形成・実施に際

しては、複数の先方機関の関与が避けられない面があるが、多数の先方機関の調整を前提

とするような形を極力避け、実施面からは協力対象機関をなるべく少数に絞り込む必要が

ある。同時に、必要であれば、JICA協力を通じてバングラデシュ側機関同士の協調、意思
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疎通、共通認識の樹立の場を設けることが必要である。

　一例として、DTCBはダッカ市域における様々な機関に分散した交通行政を一本化する

発想で、世界銀行の支援で形成された。しかし、現在は過渡期であり、連絡協議機関の域

を出ず、そのマンデートはいまだ明確ではない。その一方で、現在、MOC の下で DTCB

の強化が進行中である。バングラデシュ交通政策では、ダッカ市域のバスの路線網の整備

において、その具体的内容は明らかではないが、DTCBの役割が強まる方向が提案されて

いる。したがってDTCBの今後の動向をフォローする必要がある。国際協力案件の形成、

実施においては、DTCB が、交通行政の実施機関である BRTA、BRTC、DCC 等の窓口と

なる方向が今回調査ではみられたが、これら実施機関との役割分担は明確ではなく、この

DTCB の関与が、協力実施にとって有利に働くか否かは予断を許さない。いずれにして

も、DTCB に研修などの最小限の協力を開始することも考えられる。

（7）当該分野における開発調査の考察―パイロットプロジェクト調査の有効性

　今後、当該分野で投入の大きな支援を行う場合、開発調査がひとつの協力スキームとし

て考えられる。しかし、先方機関の限られた能力にかんがみると、JICAがマスタープラン

策定や施設整備計画を開発調査で行い、その後、これを活用して先方機関が自主的に事業

を実施するという従来型の開発調査におけるパターンは期待しにくい。

　開発調査を実施する場合は、計画案の策定のみにとどまらず、特定の課題に取り組むう

えで、先方機関が業務に活用できる成果品を調査のなかで生み出して、その製作過程や活

用において、日本の技術者と先方機関の職員が共同作業を行うことにより、技術や知見の

移転を行い、先方機関のキャパシティー・ディベロップメントを行うことが望ましい。例

えば、調査の過程で相手機関の関連技術のオンザジョブ・トレーニング（OJT）の実施、

データ作り、データベースシステム作り、マニュアル作り、技術標準作りを行い、また、

それらの情報や施設の活用について先方機関職員のトレーニングを行うことが考えられる。

　また、パイロットプロジェクトとして、環境モニタリング施設整備、問題交差点・沿道

の改善などの道路施設整備と先方機関による運営の指導を行い、ある程度、目に見える成

果を JICA 協力の枠内でつくり出すとともに、これらの施設により、大気質モニタリング

データや交通量調査など、今後の計画策定、政策策定に有用な実証データを積み上げてい

くことが必要である。

　これは、プロジェクト方式技術協力に近いものとなるが、プロジェクト方式技術協力に

おいては、関連環境技術や都市交通計画、及び行政の分野において長期に派遣できる専門

家のリクルートが困難な状況がある。また、広範な分野に対応する国内支援体制を整える

必要性が問題となる。この点にかんがみれば、開発調査の事業実施上の利点が生かせるも

のと思われる。
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第２章　大気汚染の現状・汚染発生源の概要

２－１　気象と地勢

２－１－１　気　象

　バングラデシュの気候は亜熱帯モンスーン型に属し、図２－１に示したダッカ市の月平均気

温と月平均降水量の気候値から明らかなように、季節は、乾期、プレ・モンスーン期、モンスー

ン期、ポスト・モンスーン期の４期に大別できる（ポスト・モンスーン期を除いた３期に分け

る場合もある）。

（1）乾期（12 ～２月）

　気温、湿度とも比較的低く、降水量はわずかである。また、デルタ地帯では放射霧も発

生する。

（2）プレ・モンスーン期（３～５月）

　３月はまだ降水量は少ないが、南から風が吹き始めて気温が上昇し、４月、５月が最も

暑くなる。３月から４月にかけては大気の下層に湿った南風が入るため大気が不安定にな

り、しばしば「ノー・ウェスター（Nor-westers）」と呼ばれる雷雨を伴った嵐が発生し、

時として強いスコールや降雹、竜巻などの現象が見られる。４月から５月は最も暑い季節

であり、降水量が多くなる。ダッカでは年間降水量の約 19％がこの時期（４～５月）に記

録される。

（3）モンスーン期（６～８月）

　ベンガル湾方面から南西の風が吹き、気温・湿度ともに高く、降水量の最も多い時期で

ある。ダッカの年間降水量の約 46％がこの時期に記録されている。

　この時期はガンジス川・ブラマプトラ川上流地域でも降水量が多いため、両河川の水位

上昇による氾濫がしばしば起こり、低地にある農地や住宅地などが冠水する。

（4）ポスト・モンスーン期（９～ 11 月）

　モンスーン期と比べて降水量は少なくなり、９月に一度上がった気温もその後しだいに

下がってくる。ベンガル湾におけるサイクロンの発生数はこの時期が最も多く、ベンガル

湾の沿岸部から内陸部にかけてしばしば暴風雨や高潮に見舞われる。
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２－１－２　地　勢

　バングラデシュはインド亜大陸の東北端の北緯 20 度 34 分から 26 度 38 分、東経 88 度１分

から 92 度 42 分に位置し、国土面積は 14 万 7,570km2 である。西側、北側、東側の国境はイン

ド、南西側の国境はミャンマーと接し、南はベンガル湾に面している。地質学上は、世界でも

指折りの地向斜（大陸縁辺の浅海域で異常に厚い地層が形成される細長い堆積盆地）であるベ

ンガル盆地の一部を構成している。

　この地域はヒマラヤに源を発するガンジス川とチベットに源を発するブラマプトラ川とに

よって形成される世界最大のデルタ地帯であり、国土の10％は河川によって占められている。

このため地形は平坦で、南東部と北東部の一部を除き、ほとんどが海抜 10 ｍ以下の平地となっ

ている。

　全面積の約 80％は、海抜９ｍ以下の平坦な沖積平野である。

　なお、雨期には可耕地（910 万 ha）の約３分の１が水没する。

２－２　大気質の現況

２－２－１　粒子状物質濃度

（1）近年の状況

　既存データを調査した結果、ダッカ市の大気汚染物質で濃度及び健康被害の両面から最

も注目される大気汚染物質は浮遊粒子状物質である。浮遊粒子状物質はその粒径によって

SPM〔日本方式の 10μm以下。米国式では PM7.2（7.2 μm以下）に相当〕、PM10（10μm以

図２－１　ダッカ市の降水量／気温の季節変化
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下）、PM2.5（2.5 μm以下）などと分類されるが、粒径の小さい粒子ほど肺の末端まで到達

し、またディーゼル排気ガス中のPM2.5に含まれる多環芳香族が発ガン性をもつことなどか

ら、健康に影響を及ぼす可能性が指摘されている。ダッカ市では A t om i c  E n e r g y

Commissionにより市の中心部に近い準居住地域で1993年以来PM2.5とPM10の測定が実

施されており、その結果を表２－１に示す。

　　　

　

　最も健康影響の可能性が高い PM2.5 についてみると、1994 年及び 1999 年は、年平均値

で米国環境基準の４倍を上回り、最も濃度の低い 2001年でも 1.7倍となっており、大気汚

染の状況が深刻である。

　1999年を境に2000年以降の濃度の減少がみられるが、これは2000年７月にディーゼル

燃料中のS（硫黄）分が1.0％から0.5％に削減された効果が現れているものと推定される。

また、ダッカ市では以前より浮遊粒子状物質中のPb（鉛）濃度が高いことが指摘されてい

たが、1999年７月に無鉛ガソリンを導入したことにより、この問題はほぼ解決したと考え

られる。

（2）季節変化　

　ダッカ市内の準居住地域で測定した季節別（降雨量別）の測定値を表２－２に示す。乾

期は濃度が高く、雨の多い６～８月は乾期の約５分の１の濃度に減少し、濃度レベルも米

国環境基準程度である。

表２－１　ダッカ市の浮遊粒子状物質濃度の年平均値

年 PM2.5 PM10

1994 72.0 130.4

1997 45.5 099.4

1998 51.8 105.3

1999 64.1 126.3

2000 47.7 095.3

2001 25.3 070.4

米国環境基準（年平均） 15　 50

出所：Dr.Khaliquzzaman, World Bank Dhaka Office
　　　（Atomic Energy Commissionのデータ）

（単位：μg / m3）
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２－２－２　ガス状大気汚染物質濃度

　バングラデシュでは、ドナーによるプロジェクト実施中を除いて継続的にガス状大気汚染物

質を測定した例がなく、環境局（DOE）は二酸化窒素（NO2）、二酸化硫黄（SO2）の測定を１か

所につき、８時間／月程度実施している。世界銀行Air Quality Management Project（AQMP）

の常時連続測定局 CAM（Continuous Air Monitoring）ステーションの測定結果（2002 年３月

中旬から約１か月間をまとめたもの）を表２－３に示す。

　2002年３月から４月にかけての国会近くの測定では、大気中のガス状大気汚染物質濃度は欧

米、日本の環境基準以下であり、バングラデシュの環境基準も下回っている。しかし、乾期の

連続測定結果が存在しないこと、幹線道路及び交差点では局所的汚染が起きていることを考慮

すると、渋滞の起こりやすい幹線道路及び交差点周辺ではガス状大気汚染物質による大気汚染

も深刻である可能性が高い。

２－２－３　大気環境基準

　バングラデシュでは、環境保護法（1995 年）、環境保護令（1997 年）により大気環境基準、

自動車排出ガス基準、工場排出ガス基準が整備されたが、実態を把握せずに欧米の規制値を導

入した形跡があり、現在改訂作業中である（2002 年 12 月改訂予定）。現行の大気環境基準を

表２－４に示す。

物　質
CO O3

NO2 SO2
NMHC CH4

（一酸化炭素） （オゾン） （非メタン炭化水素） （メタン）

平　均 ８時間平均 １時間平均 日平均 日平均 ― ―

濃　度 2ppm以下 30ppb以下 30ppb以下 30ppb以下 5ppmc以下 5ppmc以下

　

表２－３　ガス状大気汚染物質濃度（2002 年３月中旬から約１か月間、CAM station）

注：CAM stationでの約１か月間の測定結果をまとめた結果

表２－２　ダッカ市のPM2.5濃度の季節変化（1993～1997年、準居住地域）

降雨量別区分
11～１月 ２、３、９、10月 ６～８月
（乾期） （中間期） （雨期）

PM2.5濃度 88 34 17

出所：Dr.Khaliquzzaman, World Bank Dhaka Office
　　　（Atomic Energy Commissionのデータ）

（単位：μg/m3）
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　世界銀行AQMPの常時連続測定局CAMの測定結果を踏まえて、新しい環境基準を設定する

とのことであるが、CAM の観測開始が遅れており、新環境基準設定の遅れが危ぶまれる。

２－２－４　大気汚染の原因

　信頼できる環境大気測定値及び移動発生源（自動車）の正確な数量、固定発生源に関する統計

や測定が非常に貧弱であるため、定量的な分析は困難であるが、車両からの寄与が大きく、原因

の大部分を占めることはだれもが認めるところである。概算の集計では、粒子状汚染物質排出へ

の寄与は２ストローク三輪車両が約 40％、ディーゼル車両が 43％である（Dr.Khaliquzzaman,

World Bank Dhaka Office）。

　９月１日からの２ストローク三輪車両（車齢 20 年以上のオートリキシャとテンポ）の規制

により CO 及び炭化水素（HC）の状況はいくぶん改善すると考えられる。

　また、ダッカ市郊外に相当数存在するレンガ工場群が冬期だけ操業し、品質の悪いインド製

石炭や廃タイヤを燃料に使うため、気象条件によっては SO2、浮遊粒子状物質、一酸化炭素濃

度への寄与も影響が無視できない可能性がある。

２－３　大気質モニタリングの実施状況

２－３－１　大気質モニタリング

　ダッカ市における大気質モニタリングは、1990 年代から DOE、原子力委員会、バングラデ

シュ工科大学（BUET）がそれぞれ独自に実施している。

　図２－２にダッカ市内でのモニタリング施設の配置状況を示す。継続的な調査は、原子力委

員会の粒子状物質 PM2.5、PM10（ガス状大気汚染物質は測定していない）モニタリングのみ

である。DOE、世界銀行のCAM測定局のAQMPによる測定が軌道に乗れば、粒子状物質、ガ

ス状大気汚染物質を同時にモニタリングした貴重なデータとなる。DOEは1990年からダッカ

大気汚染物質 工業地域 商業地域 居住地域 特別地域

SPM (Hi-vol) 500 400 200 100

CO 5,000 (4.3ppm) 5,000 (4.3ppm) 2,000 (1.7ppm) 1,000 (0.9ppm)

NOx
100 100 80 30

（窒素酸化物）

SOx
0120 (46ppb) 0,100 (38ppb) 0080 (30ppb) 0030 (11ppb)

（硫黄酸化物）

（単位：μg/m3）

注：SPMは、ハイボリュームエアーサンプラーによる粉じん濃度（約30μm以下の粒子状物質）

表２－４　バングラデシュの大気環境基準
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市内の数か所でSPM、NO2、SO2を測定しているが、１か所につき、８時間／月の測定なので、

代表性に乏しく、日平均値、年平均値などを求めた濃度レベルを評価するのは困難である。

BUETは高濃度交差点で４週間の測定を実施している。各機関のモニタリングの内容をまとめ

ると次のようになる。

①　DOE

　市内の６か所で、１回／月の頻度（１回は８時間のサンプリング）で実施、測定開始は

1990 年

　測定項目：SPM、NO2、SO2

・インドのマニュアルにより、インド製のハイボリュームエアーサンプラーとNO2、SO2

溶液吸収装置を組み合わせたもの、８時間／月なので代表性に乏しい

・近年NOxの測定として発表していたものはNO2の可能性大、技術レベル低い

②　CAM

　AQMP で DOE の測定局としてスタート

　測定項目：一酸化窒素（NO）、NO2、SO2、O3、CO、HC、PM10、PM2.5、気象要素

・2002 年３月中旬から測定開始、１か月間測定ののち、装置の故障で停止中

・９月中の測定再開を期待、軌道に乗れば重要なデータ

・コンサルタントによるトレーニングが順調に実施されれば、プロジェクト従事者は貴

重な戦力

③　AEC

　原子力委員会傘下のAtomic Energy Center（AEC）では、建物の屋上で1993 年８月から、

Farm Gate で 2000 年３月から２回／週の頻度で実施、１回の測定は 24 時間

　測定項目：PM2.5、PM10（粒子状物質のみ）

・準居住地域で９年間、交差点で２年半の測定データは、継続性、代表性があり、非常

に重要

・研究者、職員のレベル高い

④　BUET

　Chemical Engineering Departmentではカナダ国際開発庁（CIDA）の援助で車載型大気測定

装置（移動測定車両）を導入、2001 年の８～９月、 Hotel Sonargaon 横で、大気汚染モニタ

リング装置を用いて測定

　測定項目：NO、NO2、SO2、O3、CO、二酸化炭素（CO2）、HC、PM10

・ガス状大気汚染物質の連続測定が可能な可搬型システムは非常に貴重、現在はスペア

パーツ、消耗品の供給がなく、測定装置の約半数が停止中。装置は最新、米国製。研

究者、職員のレベル高い　
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２－３－２　環境ラボの現状と能力

　手動による捕集で採取したサンプルを分析する分析実験室（環境ラボ）の状況を示す。

DOE（既存）：基礎的な機器完備、人員数不足、技術力は低レベル

DOE（AQMP）：建設完了、機器の購入手続きに入る段階

AEC：機器完備、技術力高い、人材豊富

BUET：比較的人材豊富、CIDA の最先端機器あり、予算不足等によって補充不足

Bangladesh Standards Testing Institution（BSTI）：環境分野の活動なし

２－３－３　モニタリング関連機関のキャパシティー

　表２－５に、現地調査で把握し得たモニタリング関連機関のキャパシティーを示す。

機関名と窓口

環境局（DOE）

Mr. Md. Reazuddin
Director (Technical)

CAM (Continuous Air
Monitoring) station

Ms. Rehana Akhter
Project Director
Mr. Derek Langgons
Consultant

Atomic Energy Center
(AEC)

Mr. F. B. Ahmed Maroof
(Director)
Dr. A. K. M. Fazlul Hoque
(Principal Engineer)

バングラデシュ工科大
学（BUET）

Dr. Ijaz Hossain
Professor Chemical
Engineering department

担当事項

自動車排ガスのロード
サイドチェック
環境モニタリング、工場
排ガス・排水の測定、規
制、監視

ダッカ市内の準居住地
区、国会議員宿舎裏
（１か所）でガス状、粒
子状の大気汚染物質を
測定

環境大気、水質、食品の
検査、放射線治療、化学
分析サービス、放射線技
術の応用利用
モニタリング結果公表

環境モニタリング
モニタリング結果公表

キャパシティー

脆弱、人材不足、現状のモニタリング、現状の
Labの人員は技術レベルが低くトレーニングが必
要。2004年にAQMP、Bangladesh Environmental
Management Project （BEMP）の両プロジェクト
が終了するのでその人員に期待、人材育成意欲
はうかがえる。
（総職員数は全国171名、モニタリング関係者に
ついては未確認）

人材をトレーニング中の模様
大気モニタリング担当：12名
内訳：２名：主任技術者
　　　１名：準主任技術者
　　　９名：Lab技術者

人材は豊富、関係者の大部分が教授や博士でレ
ベルは高い。PM10、PM2.5測定方法に若干の問
題あり。機材がやや不足しており理想的な測定
はできない模様。
有能な人材を有している。キャパシティーはあ
り、DOEとの協力、指導的役割に期待できる。
モニタリング関係者10名。

車載型移動大気汚染モニタリング装置（CIDA
援助）を所有しており、NO、NO2、SO2、O3、CO、
HC測定経験あり。
スペアパーツ、消耗品が不足気味。
有能な人材を有している。
キャパシティーはあり、DOEとの協力、指導的
役割に期待できる。
化学工学学科：教員、技術系30名
モニタリング関係者７名（うち教員３名）

環境行政とのかかわり

環境森林省（MOEF）の
実施機関として存在
MOEFは法令、政策の決
定など強力なマンデー
トをもつ。
DOE自身も取り締まり
を役割とする。

DOE
世界銀行のプロジェク
ト
AQMP のなかでスター
ト、測定結果が大気環境
基準、自動車排ガス基準
制定に反映される予定

Ministry of Science and
Technologyの第一の関連
機関として存在する原
子力委員会の一部門

大学
環境行政へのコンサル
ティング
環境行政におけるマン
デードはない

表２－５　モニタリング関連機関のキャパシティー（2002 年９月現在）
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２－４　大気汚染物質排出量の推定（固定・移動）

２－４－１　自動車からの汚染物質

（1）自動車交通の概況

　ダッカ市内を走行する自動車は、乗用車、ジープ、バス・ミニバスやトラックに加えて、

オートリキシャやテンポ、ミシュク、及び二輪車が主なものである。

　2000 年の統計〔出所：バングラデシュ道路交通局（BRTA）〕では、表２－６に示すよ

うにダッカ市内の約 30万台の自動車総登録台数のうち、８万 4,000 台（28％）の乗用車類

と６万 6,000 台（22％）のオートリキシャが登録されている｡

　自動車保有状況の推移をみると、1992 年から 2000 年までの８年間に乗用車類や二輪車

類が年平均伸び率で数％、過去の登録デ－タに疑問があるもののオ－トリキシャ類がこの

間に約３倍に近い伸びを示している｡

　実際には、外国から輸入された乗用車や国内でエンジンとシャーシを組み立てたもの

（ノックダウン方式）、更に二輪車を改造したオ－トリキシャなどの新車や老朽化車両があ

る｡さらに､これらに加えてエンジンと各種のボディやパーツを組み合わせて稼働するよう

に改良した自動車なども混在しており、リキシャなど非自動車交通機関（NMT）による無

秩序な走行も加わって渾然とした自動車交通体系を形成している。

表２－６　Number of Automotive Vehicles in Dhaka (Total Amount of Registration)

出所：BRTA

1992 60,529 76,537 17,736 4,779 5,695 11,958 177,234

1996 83,965 87,282 41,153 6,285 7,538 16,559 242,782

1997 65,426 105,673 62,803 7,750 11,796 253,448

1999 77,866 115,995 65,174 8,763 14,332 282,130

2000 84,411 121,156 66,360 9,135 15,600 296,662

割合（％） 28 41 22 3 5 100

Year
Car/Jeep/
Stn.Wgn

Scooter/M.
Cycle

Auto
Rickshaw

Tempo &
Others

Buses Trucks Total
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　図２－３には､参考として日本の大都市との比較資料を示す｡ダッカ市の人口が約800万

人､面積が360km2とすると､面積的には福岡市や名古屋市程度である｡人口は圧倒的にダッ

カ市が多い｡自動車の保有台数は､千葉市に近い｡

（2）自動車からの排出量推計

　大気汚染の観点からみると、自動車数の急激な増加と交通管理の不十分な対応に加えて､

未整備のエンジンからの排ガス、悪質な燃料の使用、及び２ストロークエンジン車の白煙

などに起因する空気汚染など、自動車交通に伴う環境悪化が懸念されている｡

　大気環境に影響を与える主な自動車は､前述のようにオートリキシャやトラック及びバス

である。オートリキシャのなかには、テンポやその他の小型自動車（10％程度）が含まれ

るが､最近の排出量調査（出所：世界銀行）では､自動車排出量に対して粒子状物質（PM）

で 40％、HC で 50％を占めている｡続いて排出量の大きいものはトラックやバスで、10％

未満の保有数に比較して PM 排出量の約 44％を占めている（表２－７）｡

図２－３　ダッカ市内の自動車登録台数
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　表中の備考欄には、東京都内における排出量予測結果の概数を示しているが､双方の比較

では､以下のことがいえる。

・東京都の１日の走行距離の約8,000万台km／日に対して､ダッカ市は約2,200万台km／日

と４分の１程度である。

・NOx排出量は東京都の２分の１、SO2は同程度。HCは２倍、PM10は同程度である。

　自動車走行量や面積がダッカ市と同程度の日本の都市である大阪市との比較では､NOx

で４倍､SO2で３倍､PM10（PM）で７倍という数字があげられ､① S（硫黄）分が高いこと､

②PMの排出が多いこと、また､燃焼状態が良くないのにNOxが高いのは､③ディーゼル車

の影響が大きいこと等々が分かる（表２－８）｡

表２－７　車種別の走行量と排出量

注：（SPM）は、粉じんの排出量
出所：世界銀行　

No. Vehicle CO NOx SO2 HC (SPM) PM10 PM割合（％）

1 Cars/Taxis/Jeep/St.W/Pk.ups 69,323 2,773 139 13,865 749 610 14

2 2Wheel 4,422 88 18 3,821 111 88 2

3 Autorickshaws 24,524 787 91 19,619 2,119 1,695 40

4 Tempos － － － － － － －

5 Buses/Mini-busses 6,310 10,643 475 912 1,299 1,045 24

6 Trucks 5,011 8,453 378 725 1,029 829 19

                  Total 109,590 22,744 1,101 38,942 5,307 4,267 100

No. Vehicle km/day Number 台 km/day 備　考

1 Cars/Taxis/Jeep/St.W/Pk.ups 90 84,411 7,596,990

2 2Wheel 20 121,156 2,423,120

3 Autorickshaws 125 66,360 8,295,000

4 Tempos － － 0

5 Buses/Mini-busses 190 9,135 1,735,650

6 Trucks 130 15,600 2,028,000

                  Total － 296,662 22,078,760

汚染物質の単位は、ｔ／年。

東京都は、1995年でおおよそ

NOx 40,000
SO2 1,000
HC 20,000
PM 5,000
走行量 80,000,000

台 km/day
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　オートリキシャのなかでは２ストロークエンジンが最悪の排出状況にあることが国連開

発計画（UNDP）や世界銀行等の調査（Reducing Emissions from Baby-Taxis in Dhaka,

January 2002）で明らかにされている｡

　世界銀行の調査では､２ストロークエンジン搭載車は燃料効率が悪く、４ストローク車に

比べて 30 倍以上ともいわれる未燃 HC が発生しており､PM も多いとされている。

　また､バスやトラックに搭載されているディーゼルエンジンは、ガソリン４ストローク車

の 13 倍の黒煙を発生している｡

　これらの車両では車齢10年を超過した旧型車が多く、定員や積載重量を大幅に超えた過

剰負荷状態で走行しているうえ整備状況も良くない｡加えて､車齢 20 年以上のトラックや

老朽化したバスは市内では走行できないとされているが、特例として許可されている営業

用のバスは現在も黒煙や未燃ガスを排出しながら走行している状況であり､大気汚染の悪化

要因となっている｡

２－４－２　工場等発生源からの汚染物質

（1）Brick Kiln からの排出

　工場等の発生源としてダッカ市の周辺に点在するレンガ工場の焼成炉（Brick Kiln）が

ある。Brick Kiln の燃料使用状況や汚染物質の影響について、AQMPチームから提供され

たデータを基に試算すると、約30の焼成炉の使用燃料をすべて石炭として推計した場合、

総燃料使用量は約 91 万ｔ／年である。

　調査団の推計では、石炭の S分を３％（インドからの輸入炭で実際は２～３倍程度 S分

が高いといわれている）と仮定し､PM の排出係数を 19kg ／ｔ（石炭から排出されるばい

じんの排出係数：集じん機入口濃度－昭和 53 年環境庁）とすると､SOx 排出量が約

５万 5,000ｔ／年、PM が約１万 7,000ｔ／年と見込まれる。

表２－８　大阪市の自動車排ガス状況

注：走行量は万台km/day。物質はｔ／年、将来（2005年）の推計結果
備考：大阪市の面積、人口、自動車保有台数
　　　・221km2（20×20km）
　　　・260万人（2000年）
　　　・96万台（乗用22、小型34、二輪７、貨物18％）

No. 区　分 走行量 NOx SO2 HC SPM タイヤ

１ 一般道路 1,515 3,080 229 － 357 200

２ 高速道路 683 1,707 124 － 202 126

３ 細 街 路 136 208 19 － 24 9

４ 合　　計 2,334 4,995 372 0 583 335
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２－５　大気汚染による影響

　大気汚染による影響は、健康影響、植物への影響、動物への影響、器物への影響などがあるが、

健康への影響をまとめると次のようになる。

（1）浮遊粒子状物質（SPM）

　日本では大気中の粒子状物質のうち粒径（粒子の直径）10 μm以下のものをいうが、粒径

の分離方法の表現方法に日米間の差があり、米国式に統一するとPM7.2（粒径7.2μm以下）

相当になる。

　米国ではPM10、PM2.5が測定されており、PM2.5 の環境基準が1997 年に制定された。最

近の疫学研究によれば、SPM は、SOx や NOx などのガス状大気汚染物質よりも健康に対す

る影響が大きいといわれている。粒径が10μm以上の粒子は、通常痰とともにに排出される

が、５μmまでのものは鼻・咽頭に、５から１μmまでのものは気管・気管支系に、１μm以

下の粒子は肺胞にまで到達し、呼吸器疾患の増加を引き起こす可能性がある。

　人体への影響は、じん肺症、気管支炎、肺水腫、喘息などが指摘されている。粒径の小さ

な粒子ほど肺の奥深い肺胞まで進入し、なかでもトラックなどディーゼル車から排出される

ディーゼル排気微粒子（PM2.5が主成分）はベンゾ[a]ピレンなどの多環芳香族と呼ばれる発

ガン物質を含み、近年その危険性がますます指摘されている。

（2）一酸化炭素（CO）

　COは燃料の不完全燃焼によって発生する。一酸化炭素は血液中のヘモグロビンと簡単に

結合し、血液の酸素輸送を阻害し、細胞での酸素利用を低下させる。身体症状は頭痛、耳鳴

り、吐き気等が出現し、濃度が高いと生命が危険となる。特に、標高 2,400 ｍ以上の高地に

住んでいる人々、慢性心臓病、肺疾患、貧血などに罹患している人々に対しては、低濃度で

も影響が大きいとの報告がある。

（3）二酸化硫黄（SO2）

　SO2 は石炭、重油、ディーゼル油を燃焼する際、その燃料中に存在する硫黄分が酸素と化

合して二酸化硫黄となることによって排出される。SO2は水に溶けやすいため、気道に対す

る刺激作用をもち、吸入によって咽頭、気管・気管支の呼吸抵抗を増強する。粒子状物質（ば

い煙）と共存することによる相乗作用で、300 ～ 500 μg ／ m3（約 0.12 ～ 0.19ppm）の濃度

で、人口の約１％に気管支の発作を引き起こす。1952 年のロンドンスモッグで起こった約

4,000人の過剰な死亡者の増加は、このSO2とばい煙による相乗作用の結果といわれている。

　また、SO2 は酸性雨の主要な原因物質でもある。
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（4）二酸化窒素（NO2）

　窒素酸化物（NOx）は、主に一酸化窒素（NO）と二酸化窒素（NO2）から構成されている。

燃焼によって生じるNOは健康影響が少ないが、これが大気中で酸化されて生じるNO2は呼

吸器系疾患の原因になるといわれている。

　また、同時にSPM濃度が高いほど呼吸器症状を訴える率が高く、肺機能値も低くなる傾向

がみられる。

（5）炭化水素（HC）

　全炭化水素から比較的反応性の低いメタン（CH4）を差し引いた、非メタン炭化水素

（NMHC）を指す場合が多い。ベンゼンや多環芳香族などそれ自身が有害な物質を含むだけ

でなく、大気中でNOxと反応し、光化学スモッグを引き起こす原因物質でもある。HCのな

かでもホルムアルデヒド、アクロレインは刺激性がある。また、ベンゼンを大量に暴露する

と骨髄での赤血球の生成を妨害し、長期にわたる暴露では、白血病になる場合がある。しか

し、これらの症状が現れる職業暴露の濃度は５～25ppmで、通常大気中で観測される濃度よ

りも２桁高い濃度である。

（6）オゾン（O3）及びその他の過酸化物

　O3は成層圏に高濃度で存在し、気象条件（寒冷前線通過など）によっては、地上濃度にも

影響を及ぼす。O3は、都市大気中では光化学スモッグにより生成される。NOxとHCの共存

下で、太陽光が照射されることにより、光化学反応が引き起こされ、その結果O3が生成され

る。O3と同時にホルムアルデヒド、アクロレイン、パーオキシベンゾイル・ナイトレート、

パーオキシアセチル・ナイトレートなどの過酸化物が生成され、呼吸器系に影響すると考え

られている。過敏な人が屋外で強い運動をしている場合などは、0.08ppm又はそれ以上の濃

度で一時的呼吸困難になる。一般には 0.1ppm で鼻・咽頭の刺激、0.3 ～ 0.5ppm で喘息発作

や慢性気管支炎、0.5 ～１ ppm で胸痛、咳、気道抵抗増加、呼吸障害の危険がある。
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第３章　ダッカ首都圏における都市交通の現状

３－１　都市交通の現状

３－１－１　道路網

　ダッカ市は総延長約3,000kmに及ぶ道路網を主体とした交通体系を有しているが、大部分は

区画道路で、主要幹線は200km程度しかない。ダッカ市の道路網は市街地の拡大とともに拡張

されてきた経緯があるため、都市計画的な考慮なしに形成されている。骨格道路である主要幹

線道路は、主として南北方向に放射状に発達している。しかし幹線を補完すべき２次幹線道路

が極めて脆弱であり、細切れ状態になっている。また、環状（東西）方向の幹線道路が少なく、

ミッシングリンクが多い。

　図３－１に示すように道路網全体の舗装率は約95％と高く、ほとんどがアスファルト又はコ

ンクリート舗装である。しかし、維持管理が適切になされていないため、幹線道路でさえ、ピッ

トホールや亀裂が多く、路面損傷の進行が見られる。ダッカ市（DCC）によれば、排水施設が

不十分で、舗装部分の被害が拡大しているが、排水施設は Dhaka Water Sewage Authority

（DWASA）の管轄であり、DWASAに対して改良要請をしているが、対応が遅れているようで

ある。

　市内の主要幹線道路は車道両側に歩道部分を有しているが、それ以外は、車道部分のみが舗

装され、路肩部分や歩道部分が舗装されていないものが多い。図３－２は舗装部分の幅員別に

道路延長を示したものである。幹線道路では大部分が 13 ｍ以上の舗装幅を有しており、主要

幹線では両方向で６車線道路の区間が多い。Shahid Tazuddin Road のように道路両側にリキ

シャ専用レーンを設置した道路もある。

道路種別 延長（km） ％

主要幹線道路 2,200 006.7

補助幹線道路 2,110 003.7

集散道路　　 2,152 005.1

区画道路　　 2,540 084.6

合　計 3,002 100.0

表３－１　ダッカ市の道路延長

出所：Greater Dhaka Metropolitan Area Integrated
　　　Transport Study（DITS）
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　主要交差点はロータリー形式で、混雑している箇所が多い。ロータリー形式でさばける能力

を超える交通量があるためであるが、交差点付近に駐停車するバスやオートリキシャ、リキ

シャ、無秩序なＵターン車両や断続的な横断歩行者などの影響も大きい。幹線道路上には四差

路や三差路交差点もあるが、交通管理面での対策がいきとどいていないため、渋滞している箇

所も多い。

　また、信号機が設置された交差点でも、ほとんどが使用されておらず、警察官による交通整

理がなされている。停電が多いこと、道路利用者が信号を守らないことがその理由である。

図３－１　道路舗装延長割合　 図３－２　舗装幅員別延長割合

アスファルト70.5％�

レンガ2.6％�

土道2.1％�

コンクリート�
24.9％�

3.5～6.5ｍ　48.1％�

3.5ｍ未満�
25.6％�

6.5～9.5ｍ�
10.0％�

9.5～13ｍ　4.1％�

13ｍ以上　12.2％�
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３－１－２　公共交通

　ダッカにおける公共交通手段として、種々の車両が運行されている。ダブルデッカーバス、

大型バス（定員 50 ～ 60 人）、ミニバス（定員 30 ～ 40 人）などサイズの異なるバスや、テン

ポ（定員 10 ～ 12 人）、通常タクシー、オートリキシャ（定員３人乗りの三輪車）、リキシャな

どである。

　膨大な台数があるとされるリキシャをはじめ、無認可車両が多くあるので、正確な公共交通

の需給は把握できないが、パーソントリップに占めるオートリキシャ・リキシャ利用がバス利

用の約２倍であること、バスの積み残し乗客が見られることなどから、ピーク時を中心にサー

ビス側の総量が公共交通需要に追いつかない状態が続いていると考えられる。

（1）バス輸送

　ダッカ市内には計27のバスルートがある。さらに、都市間バスがダッカ市を起点として

近郊都市との間を中心に16ルート運行されている。図３－４に示すように、バスルートは

特定ルートに集中している。また、道路網の欠陥にもよるが、環状方向のバスルートが少

ない。民間業者からの申請に基づいてバングラデシュ道路交通局（BRTA）が認可してい

るので、利用者の多いルートに偏ることによる。国営のバングラデシュ道路交通公社

（BRTC）はミニバスを含め、約 600 台のバスを有しており、そのうち約 400 台がダッカ市

内のみで使われている。そのほかに 1,700 台のバスが運行されているが、約 1,100 のオー

ナーによる所有である。

　今回調査におけるヒアリングや既存調査において指摘されている主要な問題点は次のよ

うなものである。

・バス台数が不足しているとともに、運行バスの車内が汚く、混雑していることから女

性や子どもが利用しにくい状況にある。このことが大気汚染に寄与率の高いオートリ

キシャを増大させてきた。

・車齢の古いバスが多く、維持管理状態も悪い。交通安全上の問題や排ガスの問題を含

んでいる（BRTAでは車齢20年以上のバスはダッカでの使用を禁止するとしている）。

・運賃収入がバス運転者に跳ね返る仕組みになっているため、バス間の競争がし烈であ

り、バス停があってもバス停を利用せず、乗降客の多い各交差点で乗降させている。

交差点における交通混雑の一因になっている。
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（2）オートリキシャ

　ダッカではタクシー台数がまだ少なく、オートリキシャがその役割を果たしている。し

たがって、定まった運行ルートはなく、その機動性が売り物で、バスの代替手段として多

く利用されてきた。しかし、２ストロークエンジン車（BRTA の登録では１万 7,000 台で

あるが、実際はダッカ市内に２万台以上あるとされていた）が排ガス上大きな問題となっ

ていたため、政府は 2002 年９月からダッカからの排除を実施し、オートリキシャの台数

は大幅に減少した。現在は４ストロークエンジン車、圧縮天然ガス（CNG）車及び例外的

に 2002 年 12 月までの使用が認められた２ストロークエンジン車（5,500 台）が運行して

いる。

（3）リキシャ

　リキシャはパーソントリップにおいて最もよく利用されている公共交通手段である。

ダッカ市における登録台数は８万7,000台であるが、未登録が多く、実際は 40万台程度と

されている。リキシャは排ガスを伴わないので、環境上望ましい交通手段であるが、緩速

であるために、自動車類と一緒に走行することで、環境負荷を増大させている。しかし、

ドア・ツー・ドアのサービスや狭い道路での走行が可能であることなどの利点から、その

存在意義は大きい。

３－１－３　道路交通量と交通混雑

　ダッカ市の主要道路における交通量は表３－２及び図３－５に示すとおりである。この交通

量データは Dhaka Urban Transport Project（DUTP）をはじめ、種々のプロジェクト実施時に計

測されたものを編集したもので、計測時点は2000年前後であると考えられる。中心部における

交通量は３万～６万台／日程度の箇所が多い。ただし、この交通量は１万～３万台程度のリキ

シャを含んだものである。道路によっては10万台／日を超える道路も見受けられる。例えば、

Mirpur Road の New Market 付近では 16 万 7,000 台／日にもなっており、このうち、リキシャ

が 10 万 3,000 台含まれている。概算による交通量・容量比（v/c 比）は 2.0 であり、６車線道路

の交通容量を大きく超えている。また、Kazi Nazrul Islam Avenue（Hotel Sonargaon ～ Hotel

Sheraton）では、リキシャフリーのため、リキシャが含まれていない状態で 12 万 8,000 台／日

が観測されている。概算による v/c 比は 1.8 と、ここでも混雑が大きいことを示している。
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上記区間を含め、代表的な混雑箇所として次のような箇所があげられる。

・市中心部における Motijheel Road 地区（商業・業務機能が集積している）

・Mohakhali 交差点、Jatrabari 交差点（鉄道平面交差で、フライオーバー建設中）

・Mirpur Road（New Market 地区から Pantha Path に至る区間）

・New Elephant 道路（沿道商業地区）

・Kamlapur Road（Kamlapur 鉄道駅周辺）

・Hotel Sonargaon 交差点（特に南北方向）

・Farm Gate 交差点（交差点形状が複雑）

　バングラデシュ工科大学（BUET）が1999年９月に実施した交通速度調査によれば、Motijheel

Road では午前 11 時台の計測で、平均時速 12km ／時（最低２ km ／時）、また New Market 地

区では平均 15 ～ 16km ／時（最低９ km／時）であった。現在では、交通渋滞が更に増幅し、

走行速度も一層低下しているものと想定される。これらの交通混雑が大気汚染の悪化に強く関

連しているものと考えられる。

　交通混雑の理由については、既に多くの調査報告書のなかで示されている。それらは次のよ

うなものである。

・道路整備不足（幹線道路の代替となる２次幹線が細切れになっていること、維持管理が悪

いこと）

・高速車両と緩速車両（非自動車交通機関：NMT）の混合交通

・オートリキシャ、リキシャの客待ち滞留、露天商の路上占拠

表３－２　主要道路交通量（2000 年）と混雑度

出所：Urban Transport and Environmental Improvement Study（UTEIS）

ただし、pcu（Passenger Car Unit）換算係数は下記を使用している。

New Airport Road 43,417 41,268 6 72,000 0.57

Airport Road (Mohakhali-Farm Gate) 96,189 97,878 6 72,000 1.36

Begum Rokeya Sarani (Agargaon Road) 87,593 81,948 6 72,000 1.14

Mirpur Road 65,662 56,884 6 72,000 0.79

Mirpur Road (Pantha Path-New Market) 167,235 145,018 6 72,000 2.01

Pantha Path 55,028 50,522 4 48,000 1.05

Kazi Nazrul Islam Avenue (Shisu Park) 127,641 129,740 6 72,000 1.80

Shahid Tazuddin Road (Tejgaon) 61,389 59,720 4 48,000 1.24

道路名称 車線数 v/c交通量
（台／日）

pcu換算値
(pcu/day)

容量
(puc/day)

pcu換算係数
大型車 リキシャ 二　輪 その他

2.0 0.8 0.5 1.0
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・路上駐車（特に交差点周辺地区）

・信号無視、無差別流入・横断による主要交差点における混乱

・歩行者施設の不備（サイドウォークなど）に伴う車道への歩行者のはみ出し

・鉄道などとの平面交差
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３－１－４　政府の取り組み

　大気汚染に重大な影響を及ぼしている交通混雑の緩和を図るため、バングラデシュ政府は

DUTPを中心に種々の対策案を検討し、その実施を進めつつある。主要な取り組み内容は次の

ようなものである。

（1）道路改良

・既存幹線道路の舗装改良：Pragoti Sharani、Hare Road、Mirpur Road 等

・フライオーバー建設：Jatrabari、Mohakhali（DUTP）及び Moghbazar の３か所

・交差点改良：Moghbazar、New Market、Mouchak、Khilgaon 等 10 交差点のチャンネリ

ゼーションによる改良

・歩行者施設整備：幹線道路における 11か所の歩道橋建設、40kmのサイドウォークの改

善整備

・NMT 用道路の建設：NMT 道路網拡充のため、３本の接続リンク、３本の地下道建設

（2）公共交通整備

・バス網の再編及びフランチャイズ制の導入

・バスターミナル改良：Saidabad、Mohakhali、Gobtoli の３か所（バスターミナルの出入

口が交通混雑の原因になっている）

・ バスレーン、バスベイの設置：適用可能な道路のうち、２、３の幹線道路が対象

（3）交通管理の改良

・NMT の分離：リキシャレーンの設置（Pragati Sharani 道路等）、幹線道路におけるリキ

シャ通行規制（Airport Road、Mirpur Road 等）

・交通信号機（歩行者用信号を含む）設置による交通管理改善

・特定交差点における右折レーン設置、リキシャの進入禁止

（4）組織の強化

　関連組織の強化のためのトレーニングを実施すること。

・DCC、道路局（RHD）の事業実施能力、事業管理体制の強化

・ダッカ都市圏警察（DMP）の交通取り締まり、交通安全教育などの体制強化

・BRTAの環境管理、車両登録、車両検査体制の強化

・ダッカ都市圏交通調整委員会（DTCB）の交通計画、交通技術面における強化

　これらの対策案は基本的には幹線道路（特に南北方向）の混雑区間の交通流動を改善す
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るとともに、幹線バスの運行改善を図ることが主眼である。

　上記のうち、幹線道路の NMT 分離は交通混雑緩和に効果が出ているように見受けられ

る。特に Airport Road/Kazi Nazrul Islam Avenue はリキシャフリー道路に指定され、混合

交通の弊害が解消されている。

　しかし、多くの事業の実施は予定より大幅に遅れている。また、NMT用接続リンク整備

など、一部は実施困難として取りやめになっている（2003年前半のうちに完了を予定して

いたが、世界銀行情報では平均的な進捗率は2002年９月現在、全体の20％強である）。こ

のため、主たる実施機関をDCCからRHDに変更するとともに、実施期間を１年半程度延

長した。主な遅れの理由は、次のようである。

・ダッカ市の都市交通は縦割り行政になっており、関連組織の間の調整が困難で、調整

機関として新たに設置されたDTCBがあまり機能してこなかったこと〔関係機関とし

てはDCC、DMP、RHD、首都圏開発局（RAJUK）、BRTA、BRTC 及び環境局（DOE）

等がある〕。

・実施機関（DCC）の事業処理能力が低かったこと（事業資金管理能力、計画実施能力

などの欠如、競争入札・契約などの不慣れ等）。

・バングラデシュ政府側とドナー側との間に交通混雑対策案に対する考え方の差異が

あったこと。

　このため、事業の基本計画策定、道路利用者（リキシャなど）との合意形成、設計、入

札、事業実施など、すべての面で遅れる結果となった。

〈車両政策〉

　一方で、バングラデシュ政府は大気汚染対策のため、次のような車両政策を進めており、

一部成果をあげつつある。

・最大の汚染源とされる２ストロークエンジン車のダッカ市からの排除

・車両燃料の CNG 利用への転換

・５年以上の中古車両の輸入規制

・排ガス基準の見直しと車両点検制度の強化

　オートリキシャ等の２ストロークエンジン車は 2002 年９月より、例外的に認証を受けた

5,500 台以外の車両はダッカ市内での使用が禁止されることになった（BRTA の登録では計

１万7,000台であるが、警察などでは２万台以上あるとしている）。残りの5,500台について

も 2003 年１月からは使用禁止としている。

　これに代わる代替交通手段として、政府は次の対策を進めてきている。

・バス車両増強（BRTC はダブルデッカー新車 100 台を 2002 年９月に、また、更に 10 月
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に100台の大型バス新車購入を予定している。他の民間会社も数十台単位の新規バスの

導入計画あり）

・CNGバスや新型エンジンへの転換〔BRTCはアジア開発銀行（ADB）支援により３か月

以内に CNG バス 200 台を導入予定〕

・タクシーの増強（BRTCだけで5,000 台の購入計画あり。取りあえず10月に排除を受け

たオートリキシャオーナーに代替用 CNG 車 500 台を配布）

・鉄道の都市交通への利用〔2002 年９月１日 より Tongi －ダッカ間のシャトルサービス

開始（１日当たり２往復）〕

　しかし、２ストロークエンジン車の廃止が実際に有効かどうかは、DMP、BRTAの連携に

よる取り締まり能力のみならず、輸送力の確保が可能かどうかにかかっている。

　使用禁止措置以前の２ストロークエンジン車が２万台であったと仮定すると、2002年９月

からは約 61万トリップ／日分、2003 年からは 84万 5,000 トリップ／日分の輸送力が新たに

必要となる。これらをすべてバスが受け持つとすれば（平均乗車人数 40人／台と想定）、そ

れぞれ約 820台、約 1,140 台のバスが必要となる。

　実際、２ストロークエンジン車の廃止措置実施以降、買い物や社交目的の外出を控える傾

向があるといわれており、輸送力が不足しているように見える。現象面ではバス待ち人数の

増加やそれまでのオートリキシャ利用に代わってリキシャの利用が目立つようになってい

る。このため、リキシャが混在する道路では交通混雑が増幅している。

　したがって、バスやタクシーの増強が緊急課題となっている。

３－１－５　都市交通関連機関

　ダッカ市の都市交通に関連する主要な組織としては次のようなものがあり、相互に関連を有

している。

（1）運輸省（Ministry of Communications：MOC）

　国全体の運輸行政全般を管轄しており、運輸政策の策定、関連法制度の整備、重要事業の

決定などを行っている。その下に実務部門として、運輸に係る下記の６部局を有している。

　道路局（Road and Highway Department：RHD）、バングラデシュ道路交通局（Bangladesh

Road Transport Authority：BRTA）、バングラデシュ道路交通公社（Bangladesh Road

Transport Corporation：BRTC）、バングラデシュ国有鉄道（Bangladesh Railway：BR）、

ジャムナ多目的橋梁局（Jamuna Multi-purpose Bridge Authority：JMBA）、ダッカ都市圏

交通調整委員会（Dhaka Transport Coordination Board：DTCB）である。
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（2）道路局（RHD）

　道路局はバングラデシュ全国の国道網の計画・建設・維持管理をしている。ダッカ市内

の道路網は基本的にダッカ市の管轄になっているが、ダッカ市では技術的に不可能な大規

模事業などの場合には RHD が計画から建設までを担当し、建設後の維持管理については

ダッカ市に委譲している。

（3）ダッカ市（Dhaka City Corporation：DCC）

　ダッカ市は市長の下に７つの実務部局を有している。市全体の職員数は１万1,000名を

数える。７つの部局のうち、都市交通にかかわる部局はエンジニアリング局と交通局であ

る。前者はダッカ市内の道路網の建設・維持管理を、後者は公共バスターミナルを管理し

ている。

（4）バングラデシュ道路交通局（BRTA）

　都市交通におけるBRTAの役割は大きく、車両登録、車両検査、運転免許の交付、バス、

タクシー等の営業車登録、公共交通の運行ルート認可などを行っている。

（5）バングラデシュ道路交通公社（BRTC）

　バス及びトラック輸送を行う国営公社である。ダッカ市内のバス輸送では最大のシェア

を有し、専用のバスターミナル、ワークショップ、バスデポ、運転手及び機械工の訓練セ

ンターなどを有している。

（6）ダッカ都市圏交通調整委員会（DTCB）

　世界銀行の Dhaka Urban Transport Project（DUTP）の実施にあたって世界銀行の要請

によって設立された組織であり、都市交通事業の関連部局間の調整機関である。DUTPの

終了後も存続されることになっている。

（7）ダッカ都市圏警察（Dhaka Metropolitan Police：DMP）

　ダッカ都市圏における交通管理及び取り締まりを担当している。約2,300名の職員を擁

し、日常的交通整理、事故処理にあたっている。また、交通事故に関するデータベース蓄

積を行っている。

（8）首都圏開発局（Rajdhani Unnayan Kartripakkha, Capital Development Authority：RAJUK）

　ダッカ都市圏における都市開発マスタープランの策定、土地開発についての誘導・規制
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を行う機関であり、都市計画組織である。また、新規開発地区においては、区画道路の整

備も行っている。整備後はその維持管理を DCC に委譲している。

　DUTP の工程遅れの理由であげたように、都市交通に関連する行政組織は数多く存在し、そ

れらが縦割り行政になっている。例えば、ダッカ市内の道路維持管理はDCCの担当であるが、

道路側溝は DWASA の管轄である。排水が悪いために路面損傷が生じている場合、DCC だけ

では対応できない仕組みになっている。

　交通管理面でも交差点改良、信号設置・制御はDCC、交通整理・取り締まりはDMPなので、

相互間の連携が重要であるが、実態は交差点に信号が設置されていても信号が機能しておら

ず、警官による交通整理がなされている（道路利用者に交通規則の知識や遵守意識が低いこと

もある）。

　都市交通行政組織のもうひとつの問題は、担当事項に関する計画能力、実施能力が不足して

いることである。特にDCC、DTCBなど役割上重要な機関で、この傾向が強く、行政的にも、

技術的にも人材が不足している。

機関名

ダッカ市
（DCC）

ダッカ都市圏警察
（DMP）

バングラデシュ道路交通局
（BRTA）

バングラデシュ道路交通公社
（BRTC）

ダッカ都市圏交通調整委員会
（DTCB）

バングラデシュ工科大学
（BUET）

表３－３　都市交通に係る主要機関のキャパシティー

キャパシティー

世界銀行の援助によってDUTPプロジェクトの下で、歩道橋・交
差点改良などを実施したが、実務能力に欠け、人材（特に技術者）
も不足していることが世界銀行及びコンサルタントによって指摘
された。資料に基づく科学的分析、計画体制ができていない（ス
タッフ１万1,000名）。

命令系統が明確であり、担当事項は限定的であるが、組織力は非
常に高い。
調査団の質問に対する回答もよく準備され、明瞭である。内部の
訓練がいきとどいていると考えられる（同2,300名）。

車両検査は検査場におけるものと路上チェックを実施している。
検査場では排ガス検査、ブレーキテスト、メカニック部分的検査
など、目視を中心とする簡単な検査のみではあるが、効率的に実
施されている。また、登録車両の車両税、車両検査実施の有無、
事故歴などのデータベースが確立されている。担当事項に対する
キャパシティーはあると考えられる（同384名）。

リースしたバスに対して維持管理状況をBRTCのワークショップ
を使ってチェックする体制にしていること、バス事業を黒字転換
させたこと、ワークショップが長期に適正に稼働していることな
どから、その能力は評価できる（同1,700名）。

関連部局間の調整事務局的存在であり、コンサルタントからの報
告会議を開催するのみで、実証的分析ができる人材がいない。ま
た、調整能力にも限界があるとみられ、Directorは２度、更迭さ
れている。したがって、キャパシティーは低いが人材育成意欲は
うかがえる（同112名）。

都市交通部門においても、いくつかの国際協力調査を実施してき
ている。独自の調査研究も実施しており、有能な人材を有している。

機関の担当事項

ダッカ都市内道路の改良、維
持管理、交差点改良、舗道・
歩道橋等の整備・管理
交通管理、駐車場施設整備等

道路交通法に基づく取り締ま
り、交通整理

車両登録、車両検査証の発
行、運転試験、免許の交付
車両税の徴収、バス運行ルー
ト認可
交通事故記録等

公共交通（バス、タクシー）の
運行、バスのリース
トラック輸送事業

都市交通事業の関連部局間の
調整機関（世界銀行のDUTP
の実施に際して設立）

工科大学
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３－１－６　都市交通関連資料の蓄積

　都市交通の分析や計画にあたって、その基礎となる関連資料がどの程度蓄積されているか

は、今後実施される可能性のある支援方針や支援内容に影響を与える。そこで、ダッカ市にお

ける都市交通関連資料の蓄積状況を整理しておく。

（1）人　口

　人口センサスは10年ごとに１回程度実施されており、最新のものは2001 年に実施され

ている（現在、集計中であり、暫定推計値が発表されている）。全国規模で実施され、地区

別地域別性別年齢別人口や世帯数などが集計されている。

（2）土地利用

　ダッカ大都市圏〔Dhaka Metropolitan Development Plan（DMDP）計画地域：統計上の

ダッカ都市圏よりも少し大きい〕を対象に RAJUK が国連開発計画（UNDP）の支援を受

けて現況土地利用及び土地利用計画を分析しており、“Dhaka Metropolitan Development

Plan (1995-2015)”として1995年に出版している。その後の都市化の進展や土地利用の変

化については、あまりフォローされていないようである。

（3）道路網インベントリー

　DCCが管轄するダッカ市内については、世界銀行の支援によってDUTPの１プログラム

として道路インベントリーデータが作成された（2002年８月）。これは道路名、舗装材料、

区間延長、起終点、舗装幅員、道路幅員等を地区ごとに整理したものである。

　また、これに並行して、同プログラムのなかで、Road Maintenance Management System

（RMMS）という維持管理用データベースが作成された。内容は、道路区間ごとに、延長、

舗装部分についての日常的維持管理延長及びコスト、簡易舗装用延長とコスト、オーバー

レイ用延長とコスト、部分的補修延長及びコスト、また、サイドウォークや排水溝につい

ても微少な修理や大規模修理の延長とコストを整理している。完成したばかりで、今後ど

う利用されるか、どう拡張、更新されるかは不明である。

（4）路側観測交通量

　ダッカ市内の道路交通量の路側観測については、DCC によれば、Traffic Engineering

Division で毎年、実施しているということであるが、実際に行われているかどうかは確認

できていない（過去の観測記録がないので、少なくとも継続的には実施されていないと考

えられる）。これまでのところ、交通量観測は DUTP のフライオーバープロジェクトなど
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特定のプロジェクト実施を契機として実施されてきていると考えられる。BUETなども調

査研究のため、交通量調査を実施しているが、特定地点のピーク時間帯に限定されてい

る。したがって、交通量を体系的に観測する態勢は整っていない。

　ADB の調査報告書（Urban Transport and Environment Improvement Study：UTEIS）や

BUET では、過去に実施された特定プロジェクト用観測結果を集めて、概略の道路交通状

況を分析しているようである。

（5）パーソントリップ

　パーソントリップについては、1992年にDITSにおいてダッカ大都市圏（DMDP地域）

を対象に、家庭訪問調査〔サンプル率１％（インタビュー対象世帯数：約１万世帯）〕、路

側インタビュー調査（サンプル率 23 ～ 77％）が実施され、これを基にパーソントリップ

特性が分析されてパーソントリップ OD（発生集中交通量）表（151 ゾーン）が作成され

た。この調査に基づいて都市交通マスタープランが作成された。その後は本格的なパーソ

ントリップ調査は実施されていない。BUETが1997年に学生を動員してパーソントリップ

調査を実施しているが、調査範囲が狭く、サンプル数が少ないので、概略の傾向を把握す

る程度にしか利用できない。

　DUTP は種々のプロジェクトを含んでいるが、すべて DITS で提案されたものであり、

パーソントリップに基づく新たな解析（交通量推計等）は必要としていないので改訂作業

も実施されていない。

（6）車両登録台数

　車両登録は、BRTA によってなされており、個々の車両に関する詳細資料（登録日時、

所有者、車両仕様、車両税支払い記録、車両検査記録等）はすべて BRTA内のコンピュー

ターシステムに蓄積されている。ただし、廃車になった車両は記録されていない。また、

偽造プレートを付けた車両があるといわれており、路上で実際に使用されている台数は正

確には把握できない。

３－２　都市交通の将来展望

３－２－１　将来交通需要の増大

　車両増による交通量の増大は、交通混雑とともに大気汚染に大きい影響を与える。BRTA資

料によれば、2000 年のダッカ市の車両台数は約 30 万台である。

・30 万台のうち、自動二輪車、乗用車、オートリキシャで全体の約 90％を占めている。

・オートリキシャは 1992 ～ 1997 年には年率 20％近い伸び率を示したが、1997 年以降、輸
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入禁止措置などによってあまり増加していない。

・一方、乗用車、貨物車は継続的に高い伸び率で増加している（年平均 10％以上）。

・この２、３年間にミニバスについてはあまり伸びていないが、大型バスは大きく伸びてい

る（年平均約 10％）。

　さらに、上記の車両に加えて、多くのリキシャがある。登録台数は約８万7,000台であるが、

BRTA では 30 万台と推定している。

　車両の増大は交通量の増加の形で顕著に現れている。図３－７はダッカ市内の幹線道路にお

ける観測交通量の変化を示したものである。各地点ともに1992年から2000年の８年間に交通

量が約２倍から３倍に増加している。（年平均伸び率７～15％）

　将来交通量を考える前提として、次の状況が考えられる。

・過去 10 年間のダッカ都市圏人口の伸び率は年約４％で、今後も高い伸び率で伸びること

が予測されている（DMDPでは、今後15年間に1.4倍の人口になることを想定している）。

人口プレッシャーが、中心部の高層化（土地利用の高度化）、都市化地域の拡大（主として

北部）を促進する。

・平均所得も過去 10年間に実質、年平均 2.6％で増加してきており、今後の更なる増大が見

込まれる。

ダッカ市登録台数（台） 年平均伸び率（％）

1992 1997 2000 1992～ 2000 1997～ 2000

乗用車 031,309 065,426 083,611 13.1％ 8.5％

タクシー 299,800 － －

大型バス 001,873 001,896 002,508 03.7％ 9.8％

ミニバス 003,503 005,854 006,627 08.3％ 4.2％

貨物車 003,850 011,796 015,600 19.1％ 9.8％

オートリキシャ 026,815 062,803 066,360 12.0％ 1.9％

自動二輪車 088,985 105,673 121,156 03.9％ 4.7％

その他 002,382 － －

合　計 156,335 253,448 299,044 08.4％ 5.7％

表３－４　ダッカ市車両登録台数

出所：BRTA
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　これらは次のように交通需要の増大、自動車交通量の増加につながる。

・人口増加→交通需要増加

・トリップ長の増加→徒歩、NMT からモーター車への転換

・所得向上→自動二輪車、自動車保有の増加

・中心地区の高密度化→交通の集中

　この結果、何ら対策がとられない場合、他のアジア諸国の主要都市に見られるように、歩行

者や NMT 利用者は環境負荷の大きいオートリキシャ、自動二輪車へ移行し、バス利用者は自

家用車、タクシー利用へと移行することが予想される。この変化は交通渋滞を悪化させるとと

もに、交通大気汚染の拡大に結びつくことになる。

３－２－２　大気汚染対策からみた望ましい方向性

　人口の増大により、都市化地域が拡大し、これによって交通需要（トリップ数）が増加し、

トリップ長が長くなるのは普遍的な現象である。職住接近政策など都市計画的にトリップ長の

増加を抑制する方法もないわけではないが、都市計画的施策があまりなされていないダッカ市

では困難である。また、所得の向上によって、市民はより利便性の高い交通手段を選択するこ

とになる。

　都市交通政策として、これらの変化にどう対応させれば、大気汚染対策に貢献できるだろう

か。基本的な方向は１人トリップ当たりの環境負荷が低い交通手段の利用促進である。徒歩や

NMT利用は排ガスゼロであるので、最も望ましい交通手段である。しかし、トリップ長が長く

図３－７　道路交通量の伸び
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第４章　自動車車両と燃料の現状

４－１　自動車の環境影響

４－１－１　急速な都市化と大気汚染

　国内の大都市には､ダッカ市、ラッシャヒ市、クルナ市、チッタゴン市があり､なかでも首都

のダッカ市は､人口 1,000万人前後（2000年予測）と世界でも有数の人口過密都市である｡ここ

は､経済､商業活動の中心でもある｡

　ダッカ市の大都市化はバングラデシュの経済成長に基づくものであるが､それらは都市の急

激な人口増加や交通量の増大として現れている｡

　自動車交通の増加に伴う都市の大気汚染物質には、浮遊粒子状物質（SPM）、硫黄酸化物

（SOx）、窒素酸化物（NOx）、炭化水素（HC）、一酸化炭素（CO）、鉛（Pb）、オゾン（O3）等

があげられるが､ダッカ市における主要な発生源として、これらの自動車から排出される排気

ガスが注目されている｡

　ダッカ市の大気汚染は､自動車の保有や利用に伴って悪化する傾向にあるが､特に著しいのが

２ストロークエンジン車による影響である。高濃度の大気中物質としては､粒子状物質（PM）、

二酸化硫黄（SO2）及び大気中の Pb があげられ、これらは健康影響物質でもある。

　ダッカ市内の商業地域では､SPM（定義では11μmまでの粗大粒径を含む）濃度では､バング

ラデシュ環境基準の２～４倍、SO2 でも高濃度が出現している｡

　道路沿道の汚染に関しては、過去にもいくつかのモニタリング（COや Pb に関して）事例が

紹介され健康への影響が問題化されてきたが、環境局（DOE）や国際援助機関の報告では、道

路沿道のPMやNOxが極めて高濃度であることが示され、発ガン性物質を含むPM物質がオー

トリキシャやディーゼル自動車から排出されるほか､子どもの血液中に含有する鉛濃度がガソ

リン中の添加物として利用されている Pb に起因することが明らかにされてきた。

４－１－２　道路沿道の環境モニタリング

　大気質のうち汚染の深刻な PMの測定データをみると〔世界銀行提供：バングラデシュ原子

力委員会（BAEC）調査〕、一般環境での PM濃度は、2000 年の平均で 95 μg/m3（PM10）であ

る。

　一方、道路沿道の自動車排ガス局のデータとして､長期的（1990 ～ 1999 年）に調査が実施さ

れている Police-Box（Farm Gate Station、1999 年 12 月）のデ－タをみると、乾期の平均値で

3,000μg/m3という結果が得られている（環境基準は400μg/m3）。そのほか、NOxは77μg/m3で基準

以下であるが、SO2は同じ地点で385μg/m3と､基準の100μg/m3より高い濃度が記録されてい

る。
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　Farm Gate area は､交通量が最も多い交差点付近ということから選ばれているが、PM10 と

PM2.5 はいずれも米国環境保護庁（USEPA）や世界保健機関（WHO）の基準に比べて相当程

度の高濃度である｡このように、道路沿道の周辺地域においては､環境基準の約 10 倍程度の高

濃度が出現することも頻繁である｡

　表４－１は､道路沿道環境に関して測定したデータの事例である｡道路沿道地域でのSPM（我

が国のものとは対象粒径が異なる）濃度に関しては､商業地域と住居地域での比較のほか移動

中のオートリキシャ車中での濃度に加えて､PM10、PM2.5に関してもアジア開発銀行（ADB）

等の協力でスポット的な測定が行われている｡

　人体影響が懸念される Pb の濃度は、数年前において 463ng/m3 という調査結果があり、

383 ng/m3 のメキシコ市、360 ng/m3 のインド・ボンベイ、米国・ロサンゼルスや東京等の

70ng/m3 と比べても高い値を示していたが、1997 年７月に無鉛ガソリンの供給が決定され､

1999 年暮れからの本格的導入により､現在ではほぼ無鉛化されている（Lead free）状況にある。

　無鉛ガソリンの導入に伴う進行管理情報として、血液中のPb濃度が規制前の50μg/d  l から

15μg/dl に低減されたという報告がある（世界銀行、BAEC）。また、大気中の測定デ－タでも

その傾向が現れている（表４－２）。

　　　

表４－１　道路沿道付近の環境濃度
（μg/m3）

注：SPMは、11μgで 50％カット（日本のSPMの定義とは異なる）
Urban Transport and Environment Improvement Study（UTEIS）
Final Reportから作成

項　目 Monitoring Location

SPM (1997) 1,000 - 2,000 Road side Ave. -commercia1

0,600 - 1,200 Road side Ave. -residentiaI

SPM (2001) 115 - 146 Riding baby-taxi

PM10 (1998) 130 - 170 Rooftop Ave. -central Dhaka

PM2.5 (1998) 128 Rooftop Ave.-central Dhaka

445 Road side Ave. -Farm Gate

SO2 030 - 180 Industria1

60 - 80 Non residential areas

NO2 050 - 150 Non residential areas

CO (2001) 47 Peak, Riding baby-taxi

12 4-hour ave., Riding baby-taxi
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４－１－３　大気汚染の原因解析

　大気汚染の原因となる発生源寄与の解析には､ソースオリエントモデルとリセプターモデル

がある。前者は拡散式を利用した予測モデルを利用して発生源寄与を推計する方法である。

　ソースオリエントモデルは、精度良くモデル化できれば将来予測や発生源対策の詳細な解析

が可能なことから日本の総量規制や環境アセスメント等でも推奨されている方法であるが、発

生源やモニタリングの精度の確保が必要なことから、ある程度の高度な技術的知識が必要とさ

れる。

　後者のリセプターモデルは、測定地点で測定された濃度の分布を可能性の高い発生源を仮定

して連立方程式を作成し、近似解を得る方法である。最小自乗法（CMB8ほか）、線型計画法、

更に改良した有効分散最小自乗法（Effective Variance Least-Square Method）等を利用するこ

とにより､地域全体の大まかな発生源寄与の傾向を知るモデルとして知られている｡

　表４－３は、ダッカ市内の住居地域で道路から 50 ｍ程度離れた地点での発生源寄与状況を

調べた資料である。粒子の大きさ別のサンプリング手法に疑問（微小と粗大）もあるが、乾期

（LRF）では自動車と土壌（巻き上げ含む）の影響が大きいことが分かる。また、自動車排気粒

子の寄与のなかではディーゼル車の寄与が大きいことが明らかにされている。

出所：BAEC

表４－２　ガソリン中の鉛規制に伴う大気中Pb濃度の変化

Concentration of PM (μg/m3) Pb (ng/m3)

微　小 粗　大 PM10 1996以前 1999以降

LRF（乾期） 73.5 68.5 142.0 463 212

MRF（中間期） 41.2 61.0 102.2 253 170

HRF（モンスーン期） 36.2 27.1 063.3 160 066

Ave（平均） 51.7 58.4 110.1 312 106

メキシコ市 383

ロサンゼルス 070

京　都 040

東　京 060

表４－３（1）　発生源別寄与状況

Average (%) LRF(%) MRF (%) HRF (%)

微　小 粗　大 微　小 粗　大 微　小 粗　大 微　小 粗　大

自動車 27 05 41 18 11 03 02 080 00

焼却炉 08 06 03 00 18 06 30 25

土　壌 64 89 56 82 70 90 68 75
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　表４－４は､乾期のデータを基にしたモデルによる発生源の寄与状況である｡

　２ストロークエンジン車や自動車及び木材／石炭燃料の影響が現れている。サンプリングの

時期によっても影響が異なることから､継続的な観測が重要である｡

４－２　自動車車両

４－２－１　車両検査制度の実状

　使用中の自動車（以下､｢使用過程車｣ともいう）に関する排ガス試験は､道路沿道でのランダ

ムな検査プログラム（DOE）と定置式のモニタリングサイトでの検査システム〔バングラデ

シュ道路交通局（BRTA）の自動車登録と連携〕の２種類の方法により運用されている｡

表４－３（2）　発生源寄与率

Average (%)

微　小 粗　大

土　壌 09 55

２ストロークエンジン車 02 06

自動車 29 31

ディーゼル車 46 00

鉄鋼業 10 00

建設業 00 07

焼却炉 00 01

海　塩 04 00

 表４－４　発生源寄与状況（乾期）

Percentage (%)
contribuion to fine

PM

土　壌 05.85

２ストロークエンジン車 22.00

自動車 39.50

ディーゼル －

木材／石炭燃料 14.80

飛　散 06.28

焼却炉 11.50

海　塩 －

計 99.93

出所：ESMAP Project Prepared by Dr.M.Khaliquzzamai, August,2002

出所：“investigation of sources of APM at an Urban area in Banglades”, BAEC 2001



－ 56 －

　しかし､これらはドライバーなど公共への啓発という側面が強く、実際の排ガス削減に寄与

してきたかどうかは疑問であり､測定技術や機器などいくつかの原因により十分に機能してい

ないのが実状である｡

４－２－２　自動車の排ガス基準

　バングラデシュの自動車排ガスに係る環境基準は､1997年の環境保全法に基づいて表４－５

のように定められている｡

　これらの標準には以下のようないくつかの問題点が指摘されており､削減効果も限定的なも

のであることが推測される｡

・ハートリッジスモークメーターは､黒煙用の測定機器であり､三輪車や２ストロークエンジ

ン車のような白煙には不適切である｡｢Opacity（不透明度）の基準｣は､どのような自動車に

対しても適用できるにもかかわらず､二輪車エンジンへの基準に採用されていないのは問題

である｡

・CO、HC、NOx などの排出基準（g/km）を確認するためには､シャーシダイナモメーター

が必要である｡

・HCの排出基準値である180ppmは､自動二輪車を対象にした場合、極端に低すぎる基準（通

常は 5,000 ～１万 ppm）であり､適用の車種と測定の条件を明示する必要がある｡

・現在のバングラデシュの基準は､実測の方法や走行モード等のスペックが設定されていな

いために、試験車の比較や改良をすることへの実効性に乏しい｡

　このような課題を踏まえて､現実的な排出基準が検討されてきたようであるが、UTEIS Report

では､表４－６に示す排ガス基準が提案されている｡

表４－５　Motor Vehicle Exhaust Gas Standard

物　質 分析法（単位） 排出基準

B1ack Smoke Hartridge Smoke Unit (HSU) 065

CO
g/km 024

in percent volume 004

HC
g/km 002

ppm 180

NOx
g/km 002

ppm 600

Moter Vehicle Exhaust Quality Standards (Vide Rule 12)
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　近隣のインドでは､ガソリン車のアイドリング時のCO限度が定められ､更に自動二輪車や三

輪車､ディーゼル車の黒煙には75HSU（最大負荷）が許容限度とされてきた｡二輪車や三輪車に

対しては 1996 年から規制が強化され､新排出基準が CO、HC＋ NOx として定められている。

最近の基準はEURO等をベースにして、ガソリン車やディーゼル車の重量車を除く大部分の自

動車に対して適用されている｡

　インドでは最近、乗用車に関しては､以下のような EUROの規制に沿った基準値が設定され

ている｡ バングラデシュの環境森林省（MOEF）でも近隣諸国との政策展開の関係で参考とす

る傾向が強いことから､こういった考え方が導入される可能性は高い｡

　一方､これらの詳細な排出基準を実際の自動車に適用して比較､評価する場面では､運用方法

や試験の規則など今後の検討課題が多い｡

４－３　自動車燃料

４－３－１　燃料需給の状況

（1）燃料施策の概要

　バングラデシュのエネルギー政策は､全体的には商業用エネルギー部門､バイオマス部門

等に分かれ､前者は Ministry of Energy and Mineral Resources（MEMR）､後者は MOEF 等

percent CO HC (ppm) percent Opacity

Idle High idle Idle High idle Peak

Motorcycles 4.5 None  l0,000 None 30

Three Wheelers 3.0 None 05,000 None 30

Passenger Cars 5.0  5.0 0,0300 300 40

Buses, Trucks (diesel) None None None None 65

表４－６　自動車の排ガス基準（事例案）

注：タイ王国の排出基準（1996年）を参考にしたもの

表４－７　乗用車に係るEURO規制

EUROⅠ and EUROⅡ(g/km)

EC 93 and 96 (EUROⅠ and EUROⅡ) passenger Cars
Directives 91/441/EEC or 93/59/(EC93) Directives 94/12/EC or 96/69/EC (EC96)

ECE＋EUDC HC＋NOx CO PM 備　　考

EC93 (Gasoline) 0.97 (1.13) 2.72 (3.16) 0.14 (0.18) EUROⅠ

EC93 (Diesel) 0.97 (1.13) 2.72 (3.16) 0.14 (0.18) EUROⅠ  Passenger car

EC96 (Gasoline) 0.50 2.20 － EUROⅡ  (< 2.5 tGVW,< 6seats)

EC96 (Diesel) 0.70 1.00 0.08 EUROⅡ
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図４－１　燃料の生産と供給の状況

により担当されている｡ 特に､工業用や電力､及び自動車等で利用される燃料全般はMEMR

により運営されている。

　Energy and Mineral Resources Division の管轄には、

①　Petrobangla（ガス、オイル、他の炭化水素等の物質）の生産

②　Bangladesh Petroleum Corporation：BPC〔石油、液化石油ガス（LPG）、潤滑油の

輸入と販売〕

③　Geological Survey of Bangladesh（鉱物の探査）

④　Explosive Department（爆発物取り扱いの許認可）

⑤　Rule of Mineral Development（調査の許可）

があり､管理内容は、Explosive、Regulation、License などである。

（2）燃料の供給体制

　バングラデシュでは､石油燃料は､Petrobanglaからの原油とBPCからの輸入原油を受け

て商品化されており､ただ１つの精製会社によって燃料製品が生産されている｡

　また､海外からの石油製品の輸入はBPCの所轄とされ､傘下の関係会社が扱っている｡し

かし石油製品の国内供給分と需要分とのギャップは大きく､このためバングラデシュの燃

料の多くは輸入に依存している状態であり､ガソリンや軽油の 90％は､輸入製品と推測

（UTEIS Report）されている｡配給は､政府系の Padma、Meghna、Jamuna の 3 社によって

行われているが､規格製品の流通を図る制度が十分でないことから秘密の売買も多く、オー

トリキシャ等では不正混合油が利用されているケースが多いという報告がある。
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４－３－２　燃料の組成と燃費

（1）環境対策としての燃料施策

　オクタン価を上げるためのガソリンの混合や、硫黄（S）分を下げるためのディーゼル

燃料の混合は、Energy Regulation Commission の指導の下に、Ministry of Industry が検査

のルールを定め、品質管理を行っている。

　また､世界銀行によって推奨された２ストロークの Lubricant Oil（Reducing Emission

from Baby-Taxis in Dhaka, ESMAP, UNDP&WB）については、“2T”オイルを国のStandard

として決めた経緯があるが、輸入状況の変化から価格が高騰して競争力を失ってしまって

いる。ダッカ市内に関しては､2002年９月より２ストロークエンジン車の禁止措置がとら

れていることから事実上の存在理由を失っているが､国内の各都市では禁止されていないた

め、引き続き、この施策を推進していく必要があることも事実である｡

図４－２　燃料消費の経年変化（UTEIS Report より）

表４－８　ダッカ市の燃料消費状況

出所：Reported by MEMR (2002)

Fuel Comsumption Rate
Fuel

M�/day 1,000t/year

・Hi-Octane Gsaoline
 　(HOBC：High Octane 0.200 065.700

　Burning Component)

・Petro Oil 0.175 057.488

・Diesel 0.670 202.977

・Kerosene 0.500 146.000

Tota1 1.545 472.164
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　また､チッタゴンの精油所で精製されるディーゼル燃料の硫黄含有量は１％であったが、

2000年７月からはシンガポールから輸入した0.25％のディーゼル燃料を混合して、S分0.5

％の燃料として市販している。

　有鉛ガソリンの問題は、1999 年７月から無鉛ガソリン（若干は含んでいる）を導入し、

対象地域で 0.01％以下を達成している。

　これらの一連の燃料基準はBangladesh Standards and Testing Institution（BSTI）や BPC

が命令して、Standard を確保し向上していくシステムを積み重ねていく必要がある。

（2）自動車燃料の組成

　自動車で利用される最新の燃料の組成は以下のとおりである｡

    （3）CNG等の自動車燃料の燃費

　価格の決定は、BPC が担当して施行令（Ordinance）により運用されている。MEMR に

よる推薦（Recommend）を Council Committee が認めれば、実施されることになる。現在

の自動車燃料の価格は以下のとおり定められており､バングラデシュの圧縮天然ガス

（CNG）の値段は、ガソリン等に比べて 70％程度安く設定されている。

・ガソリン 30タカ／  l、ディーゼル燃料 17 タカ／  l、CNG 7.45 タカ／m3

・走行燃費は、ほぼ同じぐらいである。乗用車の場合では､CNG １ m3で走行できるの

は７～８ km、ガソリン１ l で走行できるのも約７km、ディーゼル燃料（軽油）の場

合も CNG１m3と、ディーゼル燃料１ l でほぼ同じ距離を走るので、１ l のガソリン

や軽油と１m3の CNG価格を比較できる。

出所：UTEIS及びMEMR

表４－９　自動車燃料の組成

Characteristic Regular Premium

Lead content (g/  l) 0.013 0.84

Sulfer content (wt%) 0.1 0.1

Benzene content (V%) N.S N.S

Reid Vapour pressure (kg/cm2 ) max 0.7 0.68

Characteristic Specifications TypicaI Value

Cetane Index (min) 45 55

Sulfer content (wt%) 0.5 0.1

Evaporation (90%)temperature 360 385

燃料組成（Gasoline）

燃料組成（Diesel）
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・バングラデシュのCNGは 98％がメタンで、硫黄分を全く含んでおらず、環境に優し

い。バングラデシュの埋蔵量は現在のところ明らかではないが、2020年ごろまでの埋

蔵量をもつと推測されている。

４－４　車両及び燃料に係る行政

４－４－１　自動車車両対策の現状と評価

　大気汚染対策の実行組織として､DOE、バングラデシュ道路交通公社（BRTC）、BRTA をあ

げることができる。また、自動車燃料に関する担当セクターとしては MEMR があるが、今後

展開される予定の CNG 燃料に関しては Rupantarita Prakritik Gas Company Ltd.（RPGCL）が

遂行機関である。自動車対策の施策展開からみた各機関の現状と認識、及び評価は以下のとお

りである｡

（1）DOE

　DOE の自動車対策は､世界銀行によって進められている Air Quality Management Project

（AQMP）が中心的なものであるが､過去の施策や監視体制については、特段の取り組み成

果は認められない。海外の援助機関の指示でやっと環境行政に係る作業を進めている状況

である。MOEFも含めて、環境行政の牽引車としての役割やその方法が十分に理解されて

いないこともあり、スタッフも含めて環境保全への認識や熱意が希薄な印象がある。

　今後の２年間程度は､新排ガス基準の設定（2002 年中に制定予定）と市内に設置が計画

されている14か所における自動車排ガス検査地点の運用に向けた業務が展開される予定で

ある｡

　DOEの計画では、新排ガス基準を達成するためにトラックやバスに関して、ガソリン車

には Catalytic Converter の装着、ディ－ゼル車にはDPF 装置（Diesel Particle Filter）を義

務づけるという内容があるが、これらの装備は先進諸国でも取り組みを検討中という技術

でもあり、BRTA、バングラデシュ工科大学（BUET）の間でも異論が起こっている状況で

ある｡過去においても、2002 年１月に車齢 20 年以上のミニバスが約 2,000 台排除された

ケースでは､その後、LC（Letter of Credit）が付くなどの調整が行われ、BRTC の営業車

に限って 500 台の再登録が認められたという事例もある。

（2）BRTC

　JICA の既存援助（約 10 年前）施設（ダッカ市の北側約 35km）がワークショップとし

て比較的きれいに利用されている。設備的には老朽化したものもあるが、当時、供与した

機材が大切に利用されている。BRTCは、2002年９月からのオートリキシャの規制によっ
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て公共交通機関としての役割がより大きくなっており､公共バスの運用や訓練センター（ド

ライバーや修理工の養成機関として）の活用は大いに期待されている。

　BRTC では、2002 年秋にスウェーデンの援助によりノックダウン方式で 50 台の２階建

てバス車両を配備する計画である。近い将来、更に 100 台を供給予定とのことであった

が、最近の新聞報道によれば、将来的に合計350台のディーゼル車を追加・配備し、また、

近日中に 500 台のオートリキシャを運行する、とのこと。ここでは、燃焼効率の悪い老朽

化自動車の早期代替を進めることによって、燃焼効率の高い新型エンジンの導入を進める

ねらいがある。

　また、エアコンバス、都市間バス、夜間バス、女性専用バス、学生バスなどハイグレー

ド型バスの導入等による公共交通機関の近代化も図りつつある。

（3）BRTA

　BRTAの Inspection Center では、大きく車検場の機能と自動車登録手続き、免許証の発

行手続きを行っている。また、所内では郵便局を通じて自動車税（Tax）等の徴収管理を

行っており、自動車登録・運用管理の実行機関という位置づけになる。

1） 自動車車検場

・車検項目は、滑り試験、ブレーキテスト、Diesel Smoke Test（ガスも項目的には可

能に思えたが未稼働であった）、目視試験（車体上部、車体下部）など

・排ガス試験は、全体的にメカニカル（機械的）テストに限られており、黒煙もOpacity

levelによる検査であった。検査機器の近代化が遅れており、排ガス検査という点で

は、正確に各機器が稼働している可能性は低いことから、幅広く、また順次改良し

ていくような援助が必要と思われる。

2） 自動車登録制度

・自動車の登録情報としては、登録NO.／車種／メーカー／型式／用途／保有者情報／

自動車諸元情報など。記入用紙による入力作業が行われており、自動車税等の情報

や管理情報として利用されている。

・新規登録と廃車の区分等が現在のところ不明確で、中古車市場の拡大に伴う自動車

やエンジンのインデックス、規制車両データの情報などの整備、及び統計的作業に

よる定期的な公表が社会的に求められている。

3） 自動車免許証の発行

・数台のパソコンを利用した入力作業と免許証の印刷・発行作業が行われており、小

規模でも全体が整然として手際良く進められている。
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４－４－２　CNG 対策の推進

（1）MEMR

　MEMRの Energy Policy は CNG 利用の活性化であり、CNG政策の導入を強力に押し進

めている。ここでは、すべてのNatural Gas を Pipe Line で連結し､Station を適切な位置に

設置（約３ km程度の間隔）する。長距離輸送ではLong High Way を利用したネットワー

クを結ぶ計画等がある。

1） CNGプロジェクト

　CNG のプロジェクトに関しては、当初 1982 年から５年間の予定で技術援助プロ

ジェクトが５万タカの予算で始まり、規模を拡大して（130万タカ）５年間延長して

きた経緯がある。現在までに CNGに転換した車両は約 4,000 台である。

　CNGに関してイタリアなどでの訓練を含み、460 台の CNG車両を転換するととも

にRPGCLを民営組織として設立した。長期的には、ダッカの次のCNG導入計画はチッ

タゴンであり、ダッカ－チッタゴン・ハイウェイ間にCNG給油所を大規模に設置する

予定である。

2） エネルギー管理

　世界銀行のコミットメントは、民営化である。現在BPCがDistributionと値段を決

めているが、LPGとLubricant Oilは、民間に許可を与え、裁量権を増やしているところ

である。

　すべての生産管理は政府の役割であるため、価格の決定は国際的な価格（石油輸出

国機構：OPEC）に準拠する。国内価格は政治的状況に依存するが、国内経済のなかで

判断されている。この点で世界銀行との争点はない。また、国際価格が上昇した場合

も、60～180％のTaxの範囲で処理する。CNGの価格は維持していく（環境からみた

適切なエネルギー政策は、ディーゼル、ケロシンが UPして、ガソリンがDown すべ

きであるが、物流コスト面の評価も考慮されていると推測される）計画である。

　CNGへの代替に関しては、今後2010年までにすべてのディーゼルエンジンをCNG

に転換するというADBのコンディショナリティー（条件）があるようで、目標の達成

は非常に厳しいが、10 年という歳月があれば、可能と考えているようだ。

（2）RPGCL の概要

　RPGCLは、政府援助によって運営されているGas Company（LPGと CNG）である。既

に、オートリキシャや乗用車など 3,500（3,000 ～ 4,000）台以上をCNGに変更している。

・CNG Station は、既に４か所が稼働中（バングラデシュ１、中国３）で、更に中国に

よる援助を受けて３か所が建設中である。2002年９月中に８か所が供用可能で、2003年
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の２月までには 17 か所が稼働予定ということで、計画どおりに実施された場合は

CNGへの代替に弾みがつく可能性が高い。

・加えて、ADBの資金援助の下でPipe Line、Filling Station等のインフラと300台のCNG

バス、2,000台のオートリキシャ、１万台（1,000台が政府関連、残りがPrivate）の交

換キットを導入する。

・すべての CNG Station 施設に対しては、Tax の優先措置をとっている。また、ワーク

ショップも RPGCL の基準に基づいて License が与えられている。

・CNGと Gasoline Vehicle のバイ・フューエル・モード（燃料としてCNGとガソリン

を切り換えスイッチによって利用できる自動車）は、ダッカ市から郊外に向かった場

合、CNG Station が十分に補強できないことを考慮して装備されたものである。

・そのほか、CNG技術の習得教育は、１か月から半年のトレ－ニングで可能であるが、

安全管理やサービス面での人材の育成が必要である。
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第５章　各分野の協力ニーズと他援助機関の動向

５－１　大気汚染対策の協力ニーズと他援助機関の動向

５－１－１　協力のニーズ

　大気汚染対策分野のニーズでは、モニタリング技術者の育成とトレーニング、大気質モニタ

リング能力の強化、自動車排気ガス濃度の測定支援、また、将来的には固定発生源測定、固定

発生源の排ガス対策などが必要である。

（1）モニタリング技術者の育成、トレーニング

　大気汚染モニタリングに関しては、モニタリング技術者の絶対数が不足している。ま

た、専門的な知識をもち、機材トラブル時などに対応できる専門技術者が必要である。モ

ニタリングしたデータを統計、解析、公表するための教育、訓練も必要である。

　その権限から、環境行政上最も重要な機関である環境局（DOE）は技術者の不足、トレー

ニングの不足を訴えている。既存の DOE の環境ラボはマンパワー、特に指導的立場に立

つ技術者が不足している。DO E の希望的計画によれば、モニタリング局を全国に

４～５局設立することを希望している。このためにはモニタリング技術者が100名必要との

ことである。

（2）大気質モニタリング能力の強化

　DOE の大気モニタリングはダッカ市内に６か所の測定点を設けているが、１か所につ

き、８時間／月の測定を実施している。測定項目は、浮遊粒子状物質（SPM、ハイボリュー

ムエアーサンプラーによる）、二酸化窒素（NO2）、二酸化硫黄（SO2、溶液吸収法による）

の３項目であり、環境基準が設定されている日平均の測定を実施できない状況にある。

　Air Quality Management Project（AQMP）の CAM 測定局（常時連続測定局、準居住地

域）が稼働しても、大気汚染状況が深刻な幹線道路及び交差点周辺での測定ができない。

　将来的には居住地域、幹線道路や交差点周辺にも大気汚染モニタリング局を設置する必

要がある。

（3）測定機材の整備

　現状の DOE で最も基本的大気モニタリングであるハイボリュームエアーサンプラーに

よるSPM測定では、誤差の少ない測定に必要な石英繊維ろ紙の代わりに、材質が不適切な

（ガス状物質を吸着してしまう）セルロースろ紙を使用しており、ろ紙の枚数も不足してい

る。サンプラーの台数も全国で 16 台と不足しており、ダッカ市内では６か所の測定地点



－ 66 －

で、１か月間に８時間の測定しか実施していない状況である。なお、測定方法であるハイ

ボリュームエアーサンプラーによるSPMサンプリングは、粒子の大きさによる選別を伴わ

ない測定であり、将来的には PM10、PM2.5 の測定に移行することが望ましい。

　なお、バングラデシュ工科大学（BUET）やバングラデシュ道路交通局（BRTA）などの

組織でも大気モニタリング、自動車排ガステストにかかわる機材のうち、最新式機材のか

なりの部分が現在作動していない状態であり、修理の依頼、補修部品購入、消耗品購入に

支障を来している。

（4）自動車排気ガス濃度の測定支援

　DOEは自動車排気ガス排出基準を改定し、その規制推進のため、ダッカ市内の道路沿い

の14か所にチェックポイントを設置し、車両に対する排ガス測定を実施する計画である。

　また、BRTAは車検時に、排ガス排出基準に合わせた排ガス濃度測定を一部で実施して

いるものの、現状では、機材の不足、故障などにより目視による排ガス検査が主体になっ

ている。自動車排ガス測定技術の習得、機材供与への需要は存在する。

（5）固定発生源測定（将来的なニーズ）

　現在はレンガ製造工場、発電所など固定発生源に対しては排ガス測定が実施されていな

い。特にレンガ製造工場はバングラデシュ全土に分布しており、11月から３月の乾期だけ

の操業であるが、燃料であるインド産石炭の品質が悪く、硫黄分を多く含むことから、乾

期にはダッカ市の大気汚染に対する影響が懸念される。将来的には実測による排出ガス規

制が必要である。煙突での排気ガス測定機材の整備、工場の煙突自体に排ガス測定のため

の穴（フランジ取り付け口）を開けること等が将来的には必要である。

（6）固定発生源対策（将来的なニーズ）

　バングラデシュの経済成長に伴い、発電、製鉄、石油精製などの工業が成長した場合、

化石燃料を燃焼させる工場に対して、排煙脱硫、排煙脱硝、除じん、集じんなどの公害防

止技術の移転や施設の整備が、将来的には必要である。

５－１－２　他援助機関の動向

（1）世界銀行

・Air Quality Management Project（AQMP）：2000 年９月から 2004 年６月の予定で実施

しているダッカ市における大気管理プロジェクト。対象機関はDOE。内容は大きく分け

て、環境大気のモニタリング（常時監視）と排ガス規制推進である。2002 年３月に市内
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の１か所（国会の近く）にモニタリング局を建設し、４月から環境大気測定を開始した

が、約１か月間の測定後、機器の故障などで測定を停止した状態（2002 年９月上旬現

在）である。また、市内の道路沿いの14か所に自動車排ガス測定所を設置し、ダッカ都

市圏警察（DMP）と協力して走行車両の強制測定を実施する予定。

（2）カナダ国際開発庁（CIDA）

・Bangladesh Environmental Management Project（BEMP）：1999 ～ 2004 年、DOE に対

するキャパシティー・ビルディングプロジェクト。将来幹部になることが期待される若

手の育成、DOE 内の Local Area Network（LAN）整備、情報公開のWeb サイト開設、

ストロークのオートリキシャ 30 台の CNG（圧縮天然ガス）化パイロットプロジェクト

等を実施している。

・インドとの国境付近にモニタリング局設置を支援

・BUET（アルバータ大学と姉妹校）に対する、移動大気モニタリング設備一式、ガスク

ロマトグラフ等最新の分析装置

（3）アジア開発銀行（ADB）

・Dhaka Clean Fuel Project（DCFP）：CNG の供給インフラ整備と CNG を燃料とするバ

ス、乗用車のガソリンからCNGへの転換、４ストロークエンジンCNG三輪車の導入な

どを実施中。

（4）国連開発計画（UNDP）

・世界銀行と共同のEnergy Sector Management Assistance Programの一部として、2001年

に Reducing Emissions from baby-Taxi in Dhaka 調査を実施。

・Dhaka Metropolitan Integrated Transport Study：1994 年。世界銀行と共同の調査。

５－２　都市交通の協力ニーズと他援助機関の動向

５－２－１　協力ニーズ

　交通混雑の緩和と今後想定される交通量増加への対応策として、歩行者・非自動車交通機関

（NMT）の分離、安全確保、公共交通の充実、交通管理システムの改善、インフラ整備（道路、

駐車施設等）が必要である。これらに係る種々の対策案は既に Dhaka Urban Transport Project

（DUTP）などの調査において提案され、実施されつつある。

　しかし、現在実施中のプロジェクトは対症療法的なもので、予算の関係から特定箇所に限定

されたものであり、政府は今後も継続的に対策案を立案し、実施していく必要がある。このた
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め、上記対応策に係る協力ニーズは存在する。

（1）歩行者・NMT の分離、安全確保

　DUTPにおいてリキシャの幹線道路通行制限策が進行中であること、バングラデシュ政

府がリキシャは徐々に減少していくことを想定していることなどから、リキシャに係る新

たな協力ニーズは少ない。しかし、歩行者施設についてはDUTPがダッカ中心部の部分的

なものになっているので、サイドウォーク、横断歩道施設、歩行者信号などに対する協力

ニーズは大きい。また、政府が自転車の利用促進を政策に掲げているので、自転車通行帯

や駐輪場の計画、設置に関する協力ニーズはある。

　しかし、歩行者・NMTの多くは交通規則に対する知識の欠如や、安全性を軽視する面が

あるので、まず基礎的な教育、キャンペーンが必要である。

（2）公共交通の充実

　バスについては、車両がまだ不足しているうえ、年式が古く、整備状況も悪いバスがか

なり多く運行されている。バングラデシュ道路交通公社（BRTC）のバスリースシステム、

新しいプレミアムバスの導入などにより改善されつつあるが、女性、子どもにとってまだ

利用しにくい環境にある。また、バスルートについても路線ごとに認可されてきた経緯が

あるため、採算性の高いルートに路線が集中し、市全体のバス網としては環状方向が弱く

利用しにくいものとなっている。鉄道シャトルサービスが開始されたが、アクセス交通の

便が悪いためにあまり利用されていない。鉄道駅、中心部主要バス停、バス折り返し箇所

など、交通結節点施設整備が必要である。バス以外の公共交通を含め、全体としての公共

交通システムを再検討するとともに、バスベイやバス停、ワークショップなどの充実、運

行速度・運行頻度の確保、モニタリングシステムの確立、さらに、将来的にはライトレー

ル等の軌道系の導入などに関する支援ニーズがある。

（3）交通管理システムの改善

　一部交差点ではDUTPによって改善事業が進行しているが、交通管理上改善すべき交差

点はまだ多く残されている。具体的にはチャンネリゼーション、方向規制、駐停車規制、

信号制御、交通取り締まりなどを組み合わせた対策である。例えば、交差点でのバスの乗

降は交差点渋滞の一因となっている。施設はダッカ市（DCC）が、管理は DMP が管轄し

ているが、交通管理技術者が不足しているので、技術者育成を含めた協力ニーズがある。
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（4）道路整備

　DUTPによって２か所のフライオーバー建設が進められている。中心部ではほかにも交

差点の立体化を要する箇所があり（DUTP では当初 10 か所の立体化計画があった）、ミッ

シングリンクがかなり見られるので、混雑解消のための道路網改良ニーズはあるが、実現

可能性に問題がある。また郊外部では、新規開発地区における道路建設やバイパス建設な

ど新規道路整備に対する協力ニーズがある。

５－２－２　他援助機関の動向

（1）世界銀行

　都市交通分野においてはDUTPが世界銀行の援助によって実施されている。本プロジェ

クトは UNDP によって実施された Greater Dhaka Metropolitan Area Integrated Transport

Study（DITS、1992 ～ 1994 年） に基づいて 1996 年から実施されているもので、ダッカ市

内の混雑緩和を図るため、道路改良、バスターミナル修復、フライオーバー建設などのイ

ンフラ整備、交通関連機関　（DCC、DMP、BRTA、BRTC 等）の人材育成、交通取り締ま

り用機材供与、長期計画策定などが含まれている。長期計画では Transport Strategic Plan

（TSP）を策定し、バス網の再編成やフランチャイズ制の導入、更には軌道系の導入も検討

されることになっている。

　総額２億3,400万米ドルの事業であり、2004年に完了の予定である。このプロジェクト

の主たるねらいは南北方向の放射幹線道路の有効活用であり、リキシャなどの NMT の通

行を制限し、バス交通の安定走行を確保しようとするものである（DUTP の進捗状況につ

いては表５－１を参照のこと）。

（2）アジア開発銀行（ADB）

　ADBはダッカ及び他の主要都市の大気環境改善を図るため、技術協力調査としてUrban

Transport and Environment Improvement Study（UTEIS、2001 年）を実施し、都市交通分

野においては道路交通管理の改良、交通取り締まりの強化などの提案をしているが、現在

のところ提案にとどまっている。

（3）二国間援助

　二国間援助としては、タイが2002年９月にダッカ都市高速道路調査を実施しているが、

現在のところは全長 32km の高速道路計画案の提案にとどまっている。
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５－３　車両･燃料分野の協力ニーズと他援助機関の動向

５－３－１　協力ニーズ

　自動車排ガスによる大気汚染を抑制するためには、エンジンからの排気ガス対策、使用する

燃料対策、車両管理制度の確立など、いくつかの施策を組み合わせた総合的プランづくりが求

められているが、前述したように各組織の業務遂行能力の問題も大きいことから、現在のとこ

ろ総合施策を実施するための基礎的支援が必要と考えられる｡

　直面する課題の内容と方向性は、以下のとおりである。

出所：DTCB

プロジェクト

１．交差点改良

２．道路舗装改良

３．Tongi Link 道路建設

４．バスレーン、バス停

５．バスターミナル

６．歩道橋建設

７．サイドウォーク

８．NMTリンク

９．フライオーバー

10．洪水被害道路修復

11．機材供与

12．組織強化

表５－１　DUTP事業の進捗状況

事業内容

10交差点の改良

主要幹線道路延長40kmの改良

延長1.6kmの道路建設

バスレーン、バス停の設置

バスターミナル３か所の修復

歩道橋12か所の建設

43kmのサイドウォーク修復又は建

設

NMT用接続道路建設

フライオーバーの建設

・Mohakhali

・Jatrabari

延長 37kmの道路及び排水

DCC、DMP、BRTA、ダッカ都市圏

交通調整委員会（DTCB）に対する

種々の車両、排ガスラボラトリー、

発電機などの供与

DTCB、DCC、DMP、BRTAなどに

対するトレーニング

進捗状況

契約完了、建設は今後18か月

40kmのうち、26.5kmがほぼ完了。

残りは入札段階。

建設中（60％程度）

キャンセルされた（長期計画後）。

未着手

12か所のうち、３か所が建設段階

に入った。残りは入札段階。

43kmのうち、16.6kmが建設中。

残りは入札準備。

キャンセルされた（用地取得困難

のため）。

建設中（開始されたばかり）

設計段階

20km分はほぼ完了。残りは契約準

備段階。

完　了

一応実施されたことになっている。
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（1）自動車排ガス対策

1） DOE の行政課題

　世界銀行の援助によって取り組まれているAQMPが軌道に乗り､モニタリングデータ

の蓄積､及び種々の解析が進められることによって､相当数の環境技術者の育成が可能に

なることが推測される。一方､環境対策のなかでは、モニタリング技術者に加えて､行政

的ニ－ズに対応できる行政技術者（指導者）の育成が重要であり、制度的側面からの推

進体制が確立されていくことが望まれる｡

　DOE の役割として、取り組みが期待されている課題は以下のとおりである。

①　法律に基づく大気汚染物質の環境基準の設定と監視体制

②　工場･事業場で使用される各種施設の排ガス基準

③　自動車排ガス基準

④　工場等の発生源情報の届け出や実績管理､立ち入り検査情報の整備

⑤　自動車を含めた発生源情報

⑥　環境管理に係る年次報告書（環境白書）の作成　等

　環境政策を担当する環境森林省（MOEF）や実施機関であるDOEでは、予算獲得のた

めの世論の形成、計画策定とプレゼンテ－ション能力の向上、法律の運用に伴う環境予

算の確保などが必要で、環境行政が適切に機能するような組織への誘導が望まれる。

2） 適切な自動車排ガス基準の設定

　世界銀行とDOEが進めているAQMPでは､新排出ガス規制案を策定するための基礎調

査が進行中であるが､一部には､2004年からの排ガス規制として、車齢４年以上を経過し

た使用過程車の輸入を制限する計画がある。これは､世界のゴミ捨て場にしないという考

え方がベースにある。ところが、排ガス量と車齢の相関関係は必ずしも強いものではな

い。このような、技術的な検討を無視した各論での規制の手法は基本的に試行錯誤を繰り

返さざるを得ない状況に追い込まれる可能性があり、行政的な手法としては問題が多い。

　ここでは、基準値とそれを評価する方法を定め標準化されたマニュアルの下で規制を

施行し､また､実測検査を進めていくことが望ましい。

　この場合の自動車の規制車種分類は、以下のようになる。

①　ガソリン車対策　：２ストローク又は４ストロークエンジン車（乗用、小型貨物）

　　　　　　　　　　　　→エンジン型式別排ガス基準

②　ディーゼル車対策：バス（小型・中型・大型）

　　　　　　　　　　　トラック（小型・中型・大型）

　　　　　　　　　　　その他（特殊／特種）

　　　　　　　　　　　　→エンジン型式別重量区分別排ガス基準
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③　自動二輪車対策　：２ストローク又は４ストロークエンジン車の排ガス基準

④　市内の試験走行モ－ドの整備

3） ２ストロークエンジン車の走行禁止措置に伴う進行管理

　ダッカ市内において比較的近距離の交通手段として公共的貢献度の高かった２スト

ローク車両の代替交通としては、

①　４ストローク車両（ガソリン）への代替

②　CNG車両の導入

③　バス輸送力の増強

④　鉄道輸送の充実　等

があるが、これらのなかには、多大な経済支援を必要とするものも多い。

　比較的容易に民間資本の投入が期待される手段としては、①、②の代替車両の導入が

考えられ、とりわけ②のCNGタクシーの導入に関して“NAVANA”（トヨタ系列の現地

合弁会社）の事例（２ステップローンの利用の検討）が参考になる（別掲）。営業用のタ

クシーでは、CNG燃料の利用が望まれる。

4） ディーゼル車両の排ガス対策

　バスやトラック等のディーゼル車両に対する排ガス対策の実施は､これらの自動車から

の排出係数の大きさから判断して大きなものである｡世界銀行の調査では､バス等の

ディーゼル車の排出係数は表５－２のとおりであり､排出量寄与は､２－４－１節に示し

たように PM10 に関しては 40％を超えている｡

　BRTCの計画では、この秋にスウェーデンの援助によって新型の２階建てバス車両を

配備する計画である。近い将来、更に100台を供給予定とのことであり､CNGへの転換

のプロセスとしてディーゼル車を追加・配備し、利用することが位置づけられている｡

　ここでは、当面の対策として燃焼効率の悪い老朽化自動車（バス）から最近の自動車

への早期代替を進めることによって、PM等排ガスの低い､環境への負荷の少ないエンジ

ンの導入を推進できる可能性がある。

○NAVANA Taxiは､投資することによって同時に営業ライセンスが得られる仕組みを

展開している｡税金が個人購入の２分の１になる｡

○また､CNG 車両への転換もワークショップにて可能｡

○オートリキシャの代替車両としての機能が期待される。

○ローンの方法として、銀行からNAVANAへ、NAVANAから所有者へという方法で

希望を募っている。
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5） 道路沿道における常時測定と従来の自動車排ガスの測定体制の強化

　一般環境に関しては、AQMPが立ち上がりつつあるが、道路沿道測定局の計画が見当

たらない。現況の道路沿道環境の認識に加えて、これから導入される排気ガス規制の動

向を監視するためには、自動車のデータ収集とともに道路沿道環境の測定が望まれる。

　加えて､車両の検査体制充実、及び環境教育や啓発活動のひとつとして、道路沿道での

自動車排ガス検査を定期的かつシステマティックに実施することが望まれる｡

（2）燃料対策

　自動車燃料対策は、Ministry of Energy and Mineral Resources（MEMR）の所管事項で

ある。先ごろ、有鉛ガソリンの廃止や軽油燃料中の硫黄分を１％から 0.5％へ低減する施

策を実施したほか、２ストローク車用ガソリンの低煙潤滑油化として、“2T”オイルの利

用促進などが謳われているが、2Tオイルのように計画の進行管理が不十分な事項もある。

1） ガソリン

　ガソリンの品質の向上と標準の確保､不正混合などが起こらない仕組みの確立が必要

であり、Bangladesh Petroleum Corporation（BPC）、Bangladesh Standards and Testing

Institution（BSTI）、DOEでは､自動車燃料の品質を確認するための試験調査を定例化

すること、及び定期的に公表し､業者への指導や罰則を適用することが求められる。

2） 軽油 （低硫黄対策の強化）

　２ストロークのガソリンエンジンと比較して、今後、最も注目されてくるのが

ディーゼルエンジンに利用される軽油からのPM排出である。現況でも排出量が44％

といわれており、自動車台数の増加に伴って大気への影響が懸念される。これらに対す

る方策としては、低硫黄化燃料の更なる推進がある。現在、輸入している軽油は0.05％

以下までの低硫黄分であり、チッタゴンにおいて１％の精製軽油と混合しているが、

表５－２　自動車からの排ガス係数

（単位：g/km　1998 年）

Prepared by Dr. M. Khaliquzzaman, WBOD, Env. Team

No. Vehicle CO NOx SO2 HC Pb (SPM) PM10

1 Cars/Taxis/Jeep/St.W/Pk.ups 25.0 1.00 0.05 5.00 0.03 0.27 0.22

2 2Wheel 5.0 0.10 0.02 4.32 0.00 0.01 0.10

3 Autorickshaws 8.1 0.26 0.03 6.48 0.01 0.70 0.56

4 Tempos 25.0 1.00 0.05 5.00 0.03 0.27 0.22

5 Buses/Mini-busses 10.0 16.80 0.75 1.44 0.00 2.05 1.65

6 Trucks 6.8 11.42 0.51 0.98 0.00 1.39 1.12

                  Total 13.3 5.10 0.24 3.87 0.01 0.78 0.65
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混合割合を変化させることによって0.2％程度までは比較的容易に低減することが可能

である｡

　日本国内でも、PMの初期粒子の中に占める硫黄分の割合は比較的高い（５％程度）

ことが知られており、硫黄分を低減することの効果が期待される。

3） CNG

　CNG導入施策の推進のために、政府による燃料販売価格が調整されている。表５－３

は､小型車と貨物車（４ｔ車程度）に関して､自動車の燃費（km／燃料単位当たり）と

年間の平均的走行距離から試算した自動車１台の年間燃料費の比較である｡

　上記では､燃料種類として､CNG､軽油､ガソリンをあげている（４ｔ車は軽油だけを

対象）｡

　CNG車両を導入するための条件のひとつである燃料費用は､現在の水準でほぼ十分

であるが､１充てん当たりの走行距離が最大でも 200～ 250km程度と低いため、頻繁

な補給が必要になることが予測される｡

　ここでは､更に安定したCNG供給ガス密度の保証とガス補給ステーションの整備が

必要とされる｡そのためには､

・民間活力を利用した CNG供給インフラの早急な整備のための援助制度

・ガス補給ステーション従業員の安全･サービス教育システム

等が求められている｡この分野では､中国の援助が先行している｡

4） 潤滑油

　今回のダッカ市での２サイクルエンジンの使用禁止に伴って､該当のオートリキシャ

は地方の各都市で走行することになる。より安全な環境を確保するためには､世界銀行

表５－３　CNGに対する燃料効率比較

注：４ストロークエンジン三輪車の購入価格は約20万タカ（新車）｡改良の場合は､コンバージョン
　　キット1.6万タカ､燃料シリンダー２万タカと合わせて､約3.6万タカ

燃料コスト（ダッカ市） 表中の“費用”の単位はタカ（換算なし、約２円に相当）

車　種 小型車 ４ｔ車

燃料種別 CNG 軽　油 ガソリン CNG 軽　油

単価（タカ／m3 or タカ／ l） 7.45 17 30 7.45 17

燃費（km／m3 or km／ l） 5.4 6.0 6.0 4.0 4.4

単価（１km当たり） 1.38 2.83 5.00 1.86 3.86

走行パターン（km／日） 125 125 125 125 125

年間費用 45,528 93,500 165,000 61,463 127,500

年間費用差（ディーゼル） -47,972 -66,037

年間費用差（ガソリン） -119,472

注：年間の走行距離は
33,000(125*22日*12)kmとして
計算
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の調査のなかでも推奨されている“2T”Lubricant の使用推進が必要であり､“2T”以

外の潤滑油の使用禁止を徹底する必要がある｡

（3）管理制度

1） 自動車登録制度の完全実施

　自動車に関する情報が整備されつつあるが､利用内容は限定的である｡また､新規登録

と廃車情報の管理など､データベースの運用と管理に関しては、まだ十分とはいえない。

2） 自動車排出基準が確保されるための自動車車両検査制度の導入

　適切な検査と維持管理は排ガスを低減する効果があることが知れている｡例えば､効果

的な整備により、15％以上の燃焼改善が期待される｡これらのメンテナンス･コストは､

エンジンのパフォーマンスの向上で相殺され､燃料費の節減の効果がある｡また､便益と

して健康リスクの低減効果がある｡

3） 交通管理（自動車走行速度の改善）

　低速のNMT（非自動車、主にリキシャ）は最高速度 10km／時で､自動車の走行を妨

害している事実はダッカ市の特徴的な交通問題のひとつである｡リキシャは､社会経済的

な制約から排除することはできない｡ここでは､NMT交通を管理し、有効利用する方法の

検討が必要である｡

　いくつかの道路に対しては既に限定的に試行（リキシャフリー道路）されているが､長

期的には､リキシャの役割の明確化など副次的な機能向上も考慮して、環境政策上で期待

される項目についても検討が必要である｡

　NMTの幹線道路走行の規制――NMTの走行が確保される道路が確立されたうえでの

誘導施策――に関しては、バス＆リキシャや鉄道＆リキシャトリップ等の機能を生かす

工夫が必要である｡

　環境面では、走行速度の増加による排出係数の低減とトリップの合理化による走行量

の削減などの効果が大気汚染に係る対策として機能することが期待される｡

4） 広報活動や教育

・低公害車の利用促進のための啓発活動

・道路沿道での定期的な排ガス検査と広報活動

・ドライバー研修を通しての環境意識向上
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５－３－２　他援助機関の動向

（1）低公害車の導入及び燃料転換

1） 概　略

　首都圏の大気汚染対策として最も懸案であったオートリキシャに利用されている２ス

トロークエンジンの輸入禁止と、２ストロークエンジンから４ストロークエンジンへの

転換が2002年９月１日より暫定的に実施され、2003年１月からの本格導入に向けた移

行措置が進行中である。

　そのひとつとして、国産エネルギーの利用促進と自動車エネルギー利用の多様化を目

標とするCNG自動車の導入が始められている｡これは結果的に、ガソリン自動車に比較

して大気環境への汚染負荷の少ない低公害車の導入対策という特徴をもっている｡

　各ドナーの動きをみると、世界銀行が過去に CNG 導入を進めた実績があるほか、

CIDAは、30台のCNGオートリキシャを導入して様々なデモンストレーションを行って

きた経緯がある。

　しかし、最近の９年間にCNG車に転換した自動車数は、新技術への不信感､給油施設

の不便､維持管理等の問題などから約3,000～4,000台程度と、まだ少数の導入に限られ

ている｡

　バングラデシュの自動車に係る施策は、各ドナーの調査に基づく提言によって導入さ

れたケースが大部分であるが、これらのうち、自動車対策について整理すると、以下の

とおりである。

Source

Vehicular

Air Pollution

表５－４　Control Options Applied and Abatement Efficiency

Control option

■1999年７月以降の有鉛ガソリンの禁止､

無鉛ガソリンの輸入促進

■ダッカ市内の２ストロークエンジン三輪

車（オートリキシャ）の輸入と道路走行

の禁止｡ 2002年内は暫定施行。本格施行

は 2003 年１月

■低硫黄燃料（Low sulfur content fuels）の

導入

■ 2001 年１月からの2T Lubricants 導入命

令（供給の問題から棚上げの状態）

■自動車燃料として CNG を導入するため

のインフラとインセンティブの確立

Efficiency

□すべてのガソリンで実施

中

□ 2002 年９月より施行

□ 2000 年７月より

　硫黄分１％から 0.5％へ

□輸入・供給体制の問題

□世界銀行及びCIDAのデモ

ンストレーション導入に

続いて、ADB支援体制へ
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2） ADB 提案

　現在、ADBでは、バス 300台のCNG化、2,000 台のCNGオートリキシャ、１万台の

転換キット導入等の車両調達、パイプライン、CNG station 等のインフラ建設を促進す

るプロジェクトを検討中である。

　ADBの提案は、大きく５つのプロジェクトから構成されている。

①　輸送・配送パイプラインの建設と関連用地の獲得

②　ガス補給ステーション

③　CNG車両の導入

④　ワークショップ設備

⑤　関連技術の確立と向上

　このなかで③に関しては､CNG車両の利用セクターに銀行を通じて貸与する方法であ

る。合計300台のバス調達のうち200台はノルディック系の自動車メーカー（３億米ド

ルのうち、8,000 万米ドルはNordic Loan）、残りの 100 台は入札によるメーカー募集と

されている。さらに､このうち 100 台の配分は、民間への貸し出しが予定されている｡

（2）Air Quality Management Project（AQMP）

　DOE では､世界銀行の援助を受けて大気汚染管理計画を実施中である。AQMP のプロ

ジェクトは､以下のとおりである｡

1） Component-1：基準、パイロット計画の導入

①　使用過程車の排ガス規制

②　燃料標準（石油や潤滑油）と排ガス規制の向上

③　自動車排ガス規制のパイロット調査

2） Component-2：大気質モニタリングと評価

①　ダッカ市内の大気環境モニタリング

②　環境情報の広報キャンペーン

③　戦略的取り組みのための大気質管理

（3）Dhaka Urban Transport Project（DUTP）

　DUTPは､世界銀行の援助を受けたプロジェクトで､ダッカ市の交通施設の改善プログラ

ムを実施している。

①　道路整備と管理､付帯施設の建設など

②　道路交通整理､取り締まり､交通教育

　大気汚染の観点からは､道路交通量の削減や交通流の改善､沿道環境の整備等が期待され

る事業である。
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第６章　各分野で想定される協力の方向性・留意点

６－１　大気汚染分野

６－１－１　協力の方向性

（1）大気汚染管理の基礎的なデータ作り（環境局：DOE 対象）

・ハイボリュームエアーサンプラー、ローボリュームエアサンプラーなど最も基本的な機

材から始め、基本的測定項目に関して、大気サンプリング方法、サンプルの分析方法、

データ（分析結果）の統計方法、データの解析方法、情報公開の手法などの SOP（標準

操作手順）を作成し、併せて環境測定の専門家によるトレーニングを実施する。

・同時に環境化学、分析化学、統計学などの教育を実施し、基礎知識の習得を促す。

・モニタリング結果の情報公開（印刷物、インターネット）などが最終目標となる。

・専門家派遣、技術協力プロジェクトなど。

（2）関連政府機関のキャパシティー・ディベロップメント

1） 人材の育成（DOE、バングラデシュ道路交通局：BRTA 対象）

・モニタリング及び自動車排気ガス測定の関連技術者への技術移転、教育訓練を通じた

人材育成が必要。

・DOE の既存のモニタリング業務では、手動による最も基本的な装置で二酸化窒素

（NO2）を測定しているのに窒素酸化物（NOx）と勘違いをして発表していた。また、

Air Quality Management Project（AQMP）の常時測定局 CAMも４か月以上にわたっ

て停止中である。

・BRTAの車検時にも一部で自動車排気ガス測定が行われているが、主体は排気ガスの

色の濃さで判断する目視検査になっている。

・基礎知識の不足とともに欧米や日本で使用されているタイプの測定装置に不慣れなこ

とに由来するトラブルも見受けられる。専門家派遣によるバングラデシュでの教育訓

練と同時に、集団研修、第三国研修への参加を組み合わせた継続的なトレーニングが

必要と考えられる。

・専門家派遣と既存の集団研修、第三国集団研修との組み合わせを行うなど。

コース名：①　大気汚染モニタリング管理（北九州国際技術協力協会）

　　　　　②　大気汚染対策〔（財）地球環境センター〕

　　　　　③　都市環境管理（シンガポール、環境研修センター）

2） 既存施設の活用（バングラデシュ工科大学：BUET、Atomic Energy Center：AEC対象）

・BUETの車載型移動大気汚染モニタリング装置は、スペアパーツ、消耗品が手に入ら
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ない、経験不足などにより装置の半数が停止中である。プロジェクト期間が終了する

と当初のアクティビティが失われてしまうケースが目立つ。AECでさえも、国際標準

クラスの精度の高い測定を実施するには、若干の機材が不足している。最少限のスペ

アパーツの補充などで既存施設を再び活性化させる。

・機材の補充や人材研修実施の条件としてDOE への協力、相互のデータ交換、データ

ベース作り、技術の共有化、最終的にはWebサイトでの情報公開などをめざすのもひ

とつの方法である。

・専門家派遣（携行機材）、集団研修を行うなど。

（3）既存の環境 Lab 能力の強化（DOE 対象）

・既存の基本的な手動ベースのモニタリングを実施している、既存の環境ラボの能力を強

化するキャパシティー・ビルディングを実施する。例えば DOE を対象とした場合は、

現在進行中の AQMP、Bangladesh Environmental Management Project（BEMP）の両プ

ロジェクトに比較的有能な人員がアサインされているので、プロジェクト終了の2004年

がひとつのターゲットになると考えられる。

・将来的には、幹線道路及び交差点周辺での大気環境を測定する自動連続モニタリング局

の設置が望まれる。

・技術協力プロジェクトにより、これらの活動を実施するなど。

（4）広報、啓発活動の促進（DOE、環境森林省：MOEF 対象）

・新聞、テレビ等を通じた広報活動の強化で、公衆の交通大気環境汚染に対する関心を高

める。

・数年をかけての上述のキャパシティー・ディベロップメント及びAQMPでの人材育成を

完了したあとで、例えば、最も交通量、人通りの多い交差点に測定局（日本では自動車

排ガス測定局）を設置し、人目に付く電光掲示板で公衆の注意を引き、大気汚染管理、

健康影響知識などの啓発を行う。また、セミナーの開催などを通じて大衆の啓発ととも

にDOE、Atomic Energy Commission、BUET関連機関に相互協力関係の構築を働きかける。

・技術協力プロジェクトにより、これらの活動を実施するなど。

６－１－２　支援にあたっての留意点

（1）機材供与を含むプロジェクトの留意点

　政府機関は現状のキャパシティーでは、大気環境、自動車排気ガスとも最新鋭のモニタ

リング機器を長期にわたって、有効に活用し、自主的な測定を行う能力に乏しい。無償協
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力で測定・分析機材を供与しても、機材を有効に使う能力に欠けていると思われる。技術

協力、開発調査でも調査実施時の技術移転だけでは心もとない。事前に短期専門家派遣

（できれば複数回）、グループ研修、第三国集団研修等を組み合わせて、数年間十分な技術

移転、人材育成を行ったうえでの実施が望ましい。

（2）他ドナーのプロジェクトからの教訓

　バングラデシュではプロジェクト運営のステアリング・コミッティーを設置しても、組

織間の協力、協調が困難であるという現実がある。プロジェクトを円滑に実施するために

は、できれば実施機関を１つに絞り込んだプロジェクトが望ましい。

　また、世界銀行のAQMPでは、トレーニングを実施する海外コンサルタントの専門家は

総勢４人で、他の業務と掛け持ちのために常駐はしておらず、何かトラブルがあると専門

家が来るのを数か月待つような状況にある。指導にあたる専門家はプロジェクト期間中で

きるだけ長くバングラデシュに滞在し、技術移転を継続的に行うことが望ましい。

（3）電力事情

　大気モニタリング（常時監視）及び粒子状物質サンプリング後の成分分析に用いる最新

鋭の実験装置は電圧不足、電圧変動に対して比較的弱く、頻繁に起こる停電には特に弱

い。先進諸国での使用を前提にしているため、現在ダッカ市でかなり頻繁に起こる停電に

は、装置自体では対応できないのが現状である。故障の原因になり、装置の寿命を短くす

る可能性が高い。

　環境研究所などの研究施設に導入される測定装置類は停電、特にコンセントの電源供給

部で、いったん切れた電源が突然入ることに対して無防備であるものが多く、何にも増し

て停電対策が必要である。

　UPS（無停電電源装置）、自家発電で対応するにしても自家発電は排気ガスが出るため、

大気モニタリング向きではなく、機材供与する場合には電源対策の機材を念頭に置く必要

がある。また、本来はバングラデシュの電力事情の改善が急務である。

６－１－３　その他

　ダッカ市の交通大気汚染に係る問題は、大気汚染対策の分野に限らず、都市交通計画の分

野、自動車車両対策の分野でもいくつもの機関、組織が関連しており、現状の相互協力は十分

とはいい難い。大気汚染問題の解決には、これら異なる組織間の協力が必要不可欠である。こ

れらの組織間の協力を促すには、ドナーからの働きかけ、誘導が最も有効であると考えられる。
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６－２　都市交通分野

６－２－１　協力の方向性

　バングラデシュ政府は今後も種々の交通混雑対策を展開していく必要があり、我が国として

も対策実施に向けて何らかの協力の必要性が認められる。それは道路網の改善、交差点改良、

公共交通輸送力の向上、歩行者：非自動車交通機関（NMT）交通環境の改善などであり、世銀

の Dhaka Urban Transport Project（DUTP）と協調を図りながら事業を展開することは、それ

なりに有効であると考えられる。

　しかし、DUTP の実施にあたっての教訓として、組織の縦割り行政と協力体制の欠如、組織

の計画・実施能力が低いこと、交通規則が未整備（古くて現在の状況に合致しない）、一般市

民、ドライバーに交通規則の遵守意識が低いこと、基礎的な資料が未整備、などの実態がある。

　したがって、協力の方向性として、まず、関係組織のキャパシティー・ビルディングからス

タートすることが望まれる。具体的には次のような協力が可能性としてあげられる。

（1）実験的交通管理対策を通した人材育成〔対象機関：ダッカ市（DCC）、ダッカ都市圏警

察（DMP）〕

　上述のように、交通管理上問題が残る交差点や道路はDUTP完了後も残っており、実験

的に２、３か所の事業箇所を選定し、交通管理改善計画をバングラデシュ側と共同で策定

し実施することにより、バングラデシュ側の人材育成を図る。交通管理の内容はチャンネ

リゼーション、右左折レーン改善、方向規制、車種規制、駐停車制限、信号制御などであ

り、実施機関は DCC 及び DMP である。

（2）公共交通の改良・モニタリング組織強化〔対象機関：ダッカ都市圏交通調整委員会

（DTCB）、BRTA、バングラデシュ道路交通公社（BRTC）〕

　現在、ダッカ市ではBRTAがバス事業者に対してバスルートなどの運行許可を認可して

いるが、全市的な公共交通を検討・モニタリングしている組織がない。このため、バスルー

トは利用者が多い路線に集中し、競争が激しいうえ、環状方向バス路線はほとんどない。

バス運行状況や利用状況についてのモニタリングがないので、認可路線、認可頻度に沿っ

た運行が実際に行われているか、輸送力が十分かどうか、日常的に生じる新規申請の妥当

性等についての客観的判断材料がない。

　鉄道のシャトルサービスの開始、NMTフリー後の幹線バス運行などを契機として公共交

通を再編するとともに、継続的にモニタリングしていく必要がある。このため、全体の公

共交通からみた新規申請の妥当性検討については、担当機関であるBRTA又はDTCBの組

織強化、路線ごとのモニタリングについてはBRTA又はBRTCの組織強化のための支援が
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重要である。

（3）交通計画、道路維持管理のためのデータベース作成（対象機関：DCC）

　ダッカ市では、これまで交通量など基礎的なデータは国連開発計画（UNDP）や世界銀

行などが実施するプロジェクトのなかで調査されてきており、管轄の DCC は主体的に調

査を実施していないようである。今後、ダッカ市が単独で交通計画、道路維持管理を実施

していくためには、基礎となるデータベースの構築が必要である。現在、DUTPの一環と

して DCC において Road Maintenance Management System（RMMS）というデータベース

化がなされている。これは、DCC管轄内の道路インベントリー及び各道路についての維持

管理状態を整理したものである。しかし、まだ、データベースの基礎部分ができたばかり

であり、しかもこれにかかわる DCC 内部の人材はほとんどいない。実際の維持管理作業

のプライオリティーづけや対象エリアの拡張及びデータ更新の方法、人材育成、更には地

理情報システム（GIS）の活用など、データベース上の課題は多く残されており、データ

ベース作成に対する支援が必要と考えられる。

　上記のほかにも都市交通に係る種々のキャパシティー・ビルディングが考えられる。例えば、

全市的な歩行者・NMT ネットワーク整備や中心部における駐車政策に係る人材育成等がある

が、どちらも長期的な都市交通計画をベースにすることが必要であり、DUTPによる長期計画で

ある Transport Strategic Plan（TSP）の終了を待つことが現実的である。

６－２－２　支援にあたっての留意点

　上記の協力内容は、方向性として示したものであり、実現のためには更なる調査が必要である。

　例えば、６－２－１（1）については候補地点の絞り込み、強化対象組織が複数ある場合の調

整、（2）については組織強化のための有効手段の明確化、また、（3）については世界銀行の

RMMS 支援継続の有無を確認する必要がある。

　また、DUTP 実施による教訓から、次の点も留意すべき事項である。

・多くの機関を同時に巻き込むことなく、実施できるようコンパクトなプロジェクトとする

ことが望ましい。

・都市交通整備の進展が交通需要の増大に対応できない状態にあるダッカでは、道路改善や

公共交通改善などのインフラ整備・計画策定も重要ではあるが、支援終了後もバングラデ

シュ側担当機関の自主的な継続を図るため、人材育成に重点を置いた支援が望ましい。し

たがって、データベース作成支援にあたっても人材育成を含む体制強化を図ることが重要

である。



－ 83 －

６－３　車両･燃料分野

　バングラデシュの自動車汚染の現状とその評価､及び各セクターの行政／技術の実力を基に、今

後の大気汚染対策を適切に推進するための取り組み項目を整理すると、以下のような協力項目を

あげることができる｡

（1）各担当機関の能力の向上

1） MOEF 及び DOE の行政担当能力の向上

　環境政策を担当するMOEF や DOEでは、環境行政が合理的に機能する組織への変革が

望まれる。

　環境行政の役割として、①環境基準の設定と監視体制の確立、②各種施設の排ガス基準､

自動車排ガス基準の制定、③発生源情報の届け出や実績管理､立ち入り検査情報の整備、④

環境管理年次報告書作成等、の推進体制の確立が望まれている。

　日本国内での研修や諸外国の環境制度研修、あるいは専門家の現地派遣を通じてキャパ

シティー・ビルディングを図る必要がある。

2） 環境関連機関の技術向上

　環境に係る自動車関連技術には､自動車の登録管理､燃料管理､排ガス管理があり､我が国

の場合､基本的には国及びその出先機関において行われている｡このなかでは､通常の自動

車整備は､民間のワークショップ等の組織によって運営されており､これらの民間で構成さ

れた業界団体での研修も参考になると思われる｡

　自動車に関係する総合的な技術研修としてエネルギー政策にかかわる事項も含めて､自動

車対策技術の習得が望まれる。

①　自動車情報管理（BRTA）

②　自動車排ガス試験方法（DOE、BRTA）

③　自動車燃料品質の管理（Ministry of  Energy and Mineral  Resources：MEMR、

Bangladesh Petroleum Corporation：BPC）

（2）車両汚染防止技術に関する援助

1） 排ガス対策に関連する業務

　自動車の排ガス監視対策は、基本的には DOE の専管事項であるが、マンパワーや技術

的能力が不足するテーマについては、他の機関の援助を受けて推進することも重要な選択

肢である。

①　環境法に基づく合理的な自動車排ガス基準の設定（MOEF、DOE、BRTA）
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②　２ストロークオートリキシャの廃止に伴う進行管理（DOE、BRTA、その他）

③　道路沿道での車両検査システム（DOE、BRTA、DCC、DMP）

④　低公害車の導入（BRTC、民間）

⑤　バス等の整備技術（BRTC）

⑥　道路沿道環境のモニタリング（DOE、BRTA）

　これらを系統化､総合化することによって､大気汚染対策としての自動車排ガス対策が形

成されることが期待される｡

2） 自動車管理制度

　自動車の管理制度は、BRTAの既存の事業整備と関連技術の向上によって達成すること

が望ましい。

①　自動車情報の管理システム

　自動車登録時の認証を明確化するためのデータベースの登録と利用方法の確立、な

どの管理システムの整備。自動車登録手続きは､BRTAで実施されつつある。

②　自動車車検制度の確立

　自動車検査制度の監督官庁であるBRTAの組織強化が必要である。将来的には、輸

入車両及び現地での組み立てを含めた自動車の型式認定制度の確立が望まれるが、当

面は大気環境対策の観点から、排ガス基準とそれに基づく検査制度の導入の検討が必

要である。

　車両検査者には十分な訓練が必要であることから､政府機関において検査に必要な人

や器械が整備されたのち､民間部門における検査システムを確立する方向（順序）で進

めることが望ましい｡

　適切な費用で合理的な修理内容が提供されなければ､車検制度は破綻することが予想

されるため､この車両整備手続きのためには､適切な基本設備と訓練されたメカニック

の存在が不可欠である｡この分野での我が国の役割は大きい｡

　我が国の車両検査制度には、新規検査、継続検査､構造等変更検査などがある。これ

らは構造変更の内容に応じて､申請の対象となる検査機関が異なる｡

　一般の車両に関しては、国土交通省で認められた民間の車検場において検査するこ

とが可能な仕組みが形成されており、必要経費の支払いによって規定の検査と修理が

行われている。
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　車両検査の項目としては、排出ガス関連と安全性に関連するものがあり、以下の内

容で検査が行われている。

・排出ガス関連：

一酸化炭素（CO）、炭化水素（HC）、Diesel Smoke

・安全性関連：

車体番号等の確認、外部検査、ヘッドランプ、滑り試験、ブレーキ、速度計、ボ

ディ内部

　このような検査を通じて､車両からの排ガスを検証するとともに、適切な燃焼改善が

可能なシステムの構築を進める必要がある｡

③　大気汚染に係る交通規制

　貨物トラックの進入規制は、夜の９時から翌朝８時までの時間帯に限って許されて

いるが、乾期の夜間は大気が安定し、逆転層が形成されている可能性もあり、環境面

からの確認作業と貨物車対策の検討が望まれる。

　確認作業の方法としては、交通量調査や貨物流動調査、及び気象条件を利用した環

境解析調査を総合的に実施することによって可能になる（DOE、BRTA）と思われる｡

図６－１　我が国の自動車検査施設
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これらの施策検討は将来的な課題として必要とされるものであり､総合対策の策定に向

けた基礎的な人材と運用組織の育成が求められる。

3） バス等ディーゼル車両対策

　身近な移動手段として利用されてきた２ストロークオートリキシャの廃止に代替する交

通機関として、バス等への機関分担が期待されているが､BRTCの運営する事業の整備と関

連技術の向上により達成することが望ましい。

　世界銀行の調査では､バス等の PM10に係る排出係数は 1.65g/km程度とされ、トラック

を含むディーゼル車の排出量寄与は40％を超えており､実際にはこの数値をはるかに超え

て排出されている可能性が高い｡

①　BRTCが計画する導入予定の新型バスにより､汚染ガスを大量に排出する旧型バスか

らの早期転換を図ること

②　車両整備を徹底することにより、排ガスを低減し､併せて燃焼効率の向上に伴うエネ

ルギー節減が促進され経済効果が期待される

　これらの推進のためには、自動車排ガス対策を考慮した車両整備関連機器や器具等の設

備向上とメカニック等の人材育成が望まれる。

（3）車両対策に関する援助の進め方

　車両・燃料の分野では、行政を中心として自動車環境対策技術の各分野でのキャパシ

ティー・ディベロップメントをベースにした人材育成を図ることが望ましい。

　DOEの行政部門の組織に関して改善が可能な専門家を核として配置し､各セクターに配属

された分野別専門家との連携をとりながら、セクター間の連携を深め、各援助機関との情報

交換を行うこと等によって､組織の人的技術的レベルアップが図られる可能性が期待できる｡

　また､関連する各分野への機材提供は､直面する問題を解決するためのプライオリティーを

定め､少なくとも最低限の環境機器の整備を図りつつ、ある程度の時間をかけて進めていくこ

とが大切である。

①　環境行政専門家によるキャパシティー・ディベロップメント計画の作成

・分野別緊急性、規模（人員）、内容、時期

・分野別人材育成（研修）の方法　など

②　分野別の専門家派遣及び研修制度による人材育成

③　開発調査の実施要領の作成
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